
JP 5612476 B2 2014.10.22

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　微多孔性物品の形成方法であって、前記方法は、
　（ａ）半結晶性ポリ乳酸材料、
　（ｂ）非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び
　（ｃ）核剤、
　を含む初期組成物を調製する工程と、
　前記初期組成物を少なくとも前記半結晶性ポリ乳酸材料の融点まで加熱して溶融ブレン
ド組成物を形成する工程であって、前記半結晶性ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エ
ステル希釈剤が単一液相を形成し、前記核剤が前記単一液相に均一に分散される又は溶解
される、工程と、
　前記溶融ブレンド組成物が、（ａ）半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスと、前記半結晶
性ポリ乳酸材料マトリックス全体に分散した前記核剤とを含む第一の相、及び（ｂ）前記
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む第二の相、を含む２つの連続相を有する組成物
に相分離するのに十分な温度に、前記溶融ブレンド組成物を冷却する工程と、
　少なくとも一方向での前記組成物の延伸により、前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈
物の少なくとも一部の除去により、又はそれらの組み合わせにより、相互接続した微小孔
の網状組織を形成する工程と、を含む、方法。
【請求項２】
　半結晶性ポリ乳酸材料及び核剤を含み、前記半結晶性ポリ乳酸材料を被覆する非ポリマ
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ー性脂肪族エステル希釈剤を含んでもよい微多孔性物品であって、前記微多孔性物品が相
互接続した微小孔の網状組織を有し、前記微多孔性物品が、多数の離間した球粒半結晶性
ポリ乳酸材料ドメインにより特徴付けられ、隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインが、
ポリ乳酸材料を含む複数のフィブリルにより互いに接続されている、請求項１に記載の方
法により得られる微多孔性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、微多孔性及び抗菌物品の形成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　微多孔性材料は、繊維、通気可能な膜、吸収性物品、濾過物品、及び電気化学セルの拡
散バリア又はセパレータを含む、幅広い用途にて使用されている。微多孔性材料の製造に
は、多数の方法が使用されている。
【０００３】
　熱誘導相分離は、微多孔性材料の調製に使用されている。熱誘導相分離は、ポリマーが
高温で希釈剤に可溶で、低温で同一の希釈剤に不溶な場合に生じる。ポリマー及び希釈剤
は、低温で、それぞれポリマーの豊富な領域と希釈剤の豊富な領域とに分離する。相分離
は、液－液機構、固－液機構、又は液－液機構と固－液機構との組み合わせにより生じ得
る。相分離機構は、米国特許第４，５３９，２５６号（Ｓｈｉｐｍａｎ）、同第４，２４
７，４９８号（Ｃａｓｔｒｏ）、及び同第４，８６７，８８１号（Ｋｉｎｚｅｒ）に記載
されている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本開示は、微多孔性及び抗菌物品の形成方法を記載する。より詳細には、本方法は、半
結晶性ポリ乳酸材料を含む微多孔性物品の形成方法を記載する。半結晶性ポリ乳酸材料、
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び核剤は、半結晶性ポリ乳酸材料の融点を超えて
加熱され溶融ブレンド組成物を形成する。次に、溶融ブレンド組成物は、半結晶性ポリ乳
酸材料及び非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤が、２つの連続相を有する組成物に相分離
するよう冷却される。相互接続した微小孔の網状組織は、延伸、非ポリマー性脂肪族エス
テル希釈剤の除去、又は延伸と希釈剤除去との組み合わせにより、組成物中に形成される
。
【０００５】
　第一の態様において、本方法は、微多孔性物品を形成するために提供される。本方法は
、半結晶性ポリ乳酸材料、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び核剤、を含む初期組
成物を調製する工程を含む。本方法は、初期組成物を少なくとも半結晶性ポリ乳酸材料の
融点まで加熱して溶融ブレンド組成物を形成する工程を更に含む。溶融ブレンド組成物の
半結晶性ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、単一液相を形成する。
溶融ブレンド組成物の核剤は、単一液相に均一に分散される又は溶解される。次に、溶融
ブレンド組成物が、２つの連続相を有する組成物に相分離するのに十分な温度に、溶融ブ
レンド組成物は冷却される。組成物は、第一の相及び第二の相を含む。第一の相は、半結
晶性ポリ乳酸マトリックスと、半結晶性ポリ乳酸マトリックス全体に分散した核剤とを含
む。第二の相は、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む。相互接続した微小孔の網状
組織は、（ａ）少なくとも一方向での組成物の延伸により、（ｂ）非ポリマー性脂肪族エ
ステル希釈剤の少なくとも一部の除去により、又は（ｃ）少なくとも一方向での延伸と、
延伸前若しくは後に、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一部の除去との組
み合わせにより、形成される。
【０００６】
　第二の態様において、第一の相及び第二の相を含む２つの連続相を有する組成物が提供
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される。より詳細には、組成物は、４０～８０質量パーセントの半結晶性ポリ乳酸材料と
、０．０１～１０質量パーセントの核剤とを有する第一の相を含む。第二の相は、２０～
６０質量パーセントの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む。半結晶性ポリ乳酸材料
、核剤、及び非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の質量パーセントは、それぞれ独立して
組成物の総質量を基準とする。第一の相は少なくとも部分的に第二の相により包囲されて
いる。
【０００７】
　第三の態様において、半結晶性ポリ乳酸材料、核剤、及び場合により非ポリマー性脂肪
族エステル希釈剤を含む微多孔性物品が提供される。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤
の一部又は全部は、微多孔性物品から除去されてもよい。微多孔性物品は、多数の離間し
た球粒形状の半結晶性ポリ乳酸材料ドメインにより特徴付けられる、相互接続した微小孔
の網状組織を有する。隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインは、ポリ乳酸材料を含む複
数のフィブリルにより互いに接続されている。
【０００８】
　第四の態様において、半結晶性ポリ乳酸材料、核剤、抗菌成分、賦活剤、及び場合によ
り非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む抗菌微多孔性物品が提供される。非ポリマー
性脂肪族エステル希釈剤の一部又は全部は、微多孔性物品から除去されてもよい。抗菌微
多孔性物品は、多数の離間した球粒形状の半結晶性ポリ乳酸材料ドメインにより特徴付け
られる、相互接続した微小孔の網状組織を有する。隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメイ
ンは、ポリ乳酸材料を含む複数のフィブリルにより互いに接続されている。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】延伸前の実施例５の微多孔性物品の走査型電子顕微鏡写真（ＳＥＭ）。
【図２】延伸後の実施例１０の微多孔性物品の走査型電子顕微鏡写真（ＳＥＭ）。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下の定義された用語に関して、別の定義が特許請求の範囲又は本明細書の他の箇所に
おいて示されない限り、これらの定義が適用される。
【００１１】
　用語「微多孔性」は、０．１マイクロメートル～１００マイクロメートル、０．１マイ
クロメートル～８５マイクロメートル、０．１マイクロメートル～７０マイクロメートル
、０．１マイクロメートル～５０マイクロメートル、０．１マイクロメートル～２５マイ
クロメートル、０．１マイクロメートル～１５マイクロメートルの範囲内にある又は０．
１マイクロメートル～１０マイクロメートルの範囲内にある平均孔径を有するフィルム、
膜、又はフィルム層を指す。平均孔サイズは、バブルポイント計測（ＡＳＴＭ－Ｆ－３１
６－８０）により記載することができる。
【００１２】
　用語「半結晶性」は、少なくとも部分的に結晶性である構造を有するポリマー材料を指
す。ポリマー材料は、一般に、示差走査熱量計（ＤＳＣ）により測定したとき、１０質量
パーセントを超える結晶化度を有する。パーセント結晶化度は、ＤＳＣにより、ポリマー
材料の溶融に関連した熱の定量化により決定することができる。熱は、観察された溶融熱
を、公知であれば同一のポリマー材料の１００パーセント結晶サンプルの溶融熱に正規化
することによりパーセント結晶化度として報告されてもよい。例えば、結晶化度は、２５
質量％超、３０質量％超、４０質量％超、又は５０質量％超であってもよい。用語「結晶
性」及び「半結晶性」は、互換性があり得る。
【００１３】
　用語「融点」は、一般に、半結晶性ポリマー材料が固体から液体に遷移する温度を指す
。より詳細には、ＤＳＣにより記録される半結晶性ポリマー材料の溶融吸熱のピークが、
融点として記載され得る。吸熱ピークの幅は、主に、ポリマー材料の完全なポリマー結晶
の寸法及び程度に関連する。非晶質ポリマー材料は、典型的には、ＤＳＣにより分析され
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た際に、溶融吸熱が欠落している。半結晶性ポリマー材料の融点を決定するために、他の
分析技術を使用してもよい。
【００１４】
　用語「固－液相分離」は、少なくとも１種のポリマー及び希釈剤を含む溶融ブレンド組
成物を分離する機構を指す。溶融ブレンド組成物は、核剤を更に含んでもよい。溶融ブレ
ンド組成物が冷却されるにつれ、核剤がポリマー中で結晶化部位の形成を開始することが
できる。希釈剤が、ポリマー結晶化部位から相分離する結果、２つの相が形成される。相
分離した組成物は、半結晶性ポリマーを有する第一の相、及び希釈剤を有する第二の相を
含む。第一及び第二の相は、２つの連続相を有する組成物を形成する。
【００１５】
　用語「液－液相分離」は、少なくとも１種のポリマー及び希釈剤を含む溶融ブレンド組
成物を分離する機構を指す。溶融ブレンド組成物は、核剤を更に含んでもよい。希釈剤相
が、溶融したポリマーから分離する結果、２つの相が形成され得る。相分離した組成物は
、希釈剤を有する第一の相、及びポリマーを有する第二の相を含む。
【００１６】
　用語「固－液相分離と液－液相分離との組み合わせ」は、上述した両方の相分離の組み
合わせを指す。
【００１７】
　用語「混和性」は、任意の比で混合して、異なる相に分離しない単一の相を形成するこ
とが可能な、様々な物質、特に液体（例えば、溶融したポリマー材料及び希釈剤）を指す
。この物質は均質な混合物を形成し、相分離することなく全ての割合で互いに可溶である
と考えられている。
【００１８】
　用語「非混和性」は、混合又はブレンドされて単一の相を形成することができないが、
混合後でさえも異なる相に分離する様々な物質、特に液体（例えば、溶融したポリマー材
料及び希釈剤）を指す。
【００１９】
　用語「親水性」は、水の浸透を促進する性質を有する材料を指す。材料の親水性表面は
、一般に、９０度未満の接触角を有する。表面は、水が材料に吸収された場合に、親水性
であると考慮され得る。親水性表面は、一般に、極性物質を吸収することができる。例え
ば、微多孔性物品は、水が表面を介して吸収される、又は物品の透明度を変化させるのに
必要な時間の量を基準として、親水性として分類され得る。
【００２０】
　用語「疎水性」は、水の浸透を防止する又は抑制する性質を有する材料を指す。材料の
疎水性表面は、一般に、９０度超の接触角を有する。疎水性表面は、油又は一般に非極性
物質を吸収することができる。例えば、微多孔性物品は、油又は非ポリマー性脂肪族エス
テル希釈剤が表面を介して吸収される又は物品の透明度を変化させるのに必要な時間の量
を基準として、疎水性として分類され得る。
【００２１】
　形容詞として使用される用語「抗菌」又は「抗菌活性」は、バクテリア、真菌、藻類、
及びウイルスを含む病原性及び非病原性微生物を死滅させる能力を意味する。好ましい抗
菌材料は、Ｇ．Ｎｉｃｏｌｅｔｔｉ，Ｖ．Ｂｏｇｈｏｓｓｉａｎ，Ｆ．Ｇｕｒｅｖｉｔｃ
ｈ，Ｒ．Ｂｏｒｌａｎｄ　ａｎｄ　Ｐ．Ｍｏｇｅｎｒｏｔｈ，“Ａｎｔｉｍｉｃｒｏｂｉ
ａｌ　Ａｃｔｉｖｉｔｙ　ｉｎ　Ｖｉｔｒｏ　ｏｆ　Ｃｈｌｏｒｈｅｘｉｄｉｎｅ，ａ　
Ｍｉｘｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｉｓｏｔｈｉａｚｏｌｉｎｏｎｅｓ（Ｋａｔｈｏｎ　ＣＧ）　ａ
ｎｄ　Ｃｅｔｙｌ　Ｔｒｉｍｅｔｈｙｌ　Ａｍｍｏｎｉｕｍ　Ｂｒｏｍｉｄｅ　（ＣＴＡ
Ｂ”），Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｈｏｓｐｉｔａｌ　Ｉｎｆｅｃｔｉｏｎ，ｖｏｌ．２３
，ｐｐ．８７～１１１，（１９９３）に記載されているように、適切な中和剤を使用して
、死滅速度アッセイ（Rate of Kill assay）にてＭｕｅｌｌｅｒ　Ｈｉｎｔｏｎブロス中
で３５℃にて０．２５質量％の濃度で試験された際、最初の１～３×１０７ｃｆｕ／ｍＬ



(5) JP 5612476 B2 2014.10.22

10

20

30

40

50

の接種から６０分後に黄色ブドウ球菌（ＡＡＴＣ　２５９２３）の少なくとも１ｌｏｇ減
少、好ましくは２ｌｏｇ減少、最も好ましくは４ｌｏｇ減少を示す。抗菌成分の濃度又は
量は、別個に考えると、許容可能なレベルに死滅させることがないか、又は広範な望まし
くない微生物を死滅させることがないか、又は素早く死滅させることがない、しかし、抗
菌剤及び促進剤（enhance）が提供された場合、それらの成分は（同条件下で、同じ成分
を単独で用いたときと比べて）抗菌活性を強化する。測定可能な抗菌活性は、Ａｍｅｒｉ
ｃａｎ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｔｅｘｔｉｌｅ　ａｎｄ　Ｃｏｌｏｒ　Ｃｈｅ
ｍｉｓｔｓ　（ＡＡＴＣＣ）　Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　１００～２００４　（ＡＡＴＣ
Ｃ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　ｍａｎｕａｌ，Ｖｏｌ．　８０，　２００５，　ｐｐ．　１４
９～１５１）及び日本工業規格（ＪＩＳ）Ｚ　２８０１：２０００（日本規格協会、２０
０１年、１～１１頁）に更に記載されている。
【００２２】
　「生分解性」という用語は、細菌、真菌及び藻類などの天然微生物の作用並びに／又は
加水分解、エステル交換、紫外線若しくは可視光線（光分解性）及び酵素機構への曝露な
どの天然環境因子又はこれらの組み合わせにより分解可能であることを意味する。
【００２３】
　「生体適合性」という用語は、生体組織内で、毒性、有害性又は免疫応答を発生させな
いことにより、生物学的に適合性のあることを意味する。生体適合性物質はまた、生化学
的及び／又は加水分解プロセスにより分解し、生体組織に吸収され得る。用いる試験方法
としては、組成物を、皮膚、創傷、並びに、食道又は尿道のような開口部に含まれる粘膜
組織などの組織と接触させる用途のためのＡＳＴＭ　Ｆ７１９、及び組成物を組織内に注
入する用途のためのＡＳＴＭ　Ｆ７６３が挙げられる。
【００２４】
　「十分な量」又は「有効量」という用語は、組成物中にあるとき、全体として、生物が
許容可能な水準に帰するように、１種以上の微生物を低減する、生育を防ぐ、又はコロニ
ー形成単位を排除する抗菌（例えば、抗ウイルス、抗細菌又は抗真菌を含む）活性を提供
する抗菌成分及び／又は賦活剤の量を意味する。
【００２５】
　用語「賦活剤」は、抗菌成分の抗菌活性を強化する成分を指す。強化効果は、死滅水準
、死滅速度、及び／又は死滅する微生物の範囲に関連する場合があり、全ての微生物につ
いて見られなくてもよい。実際、死滅水準の強化は、大腸菌のようなグラム陰性菌におい
て、最も頻繁に見られる。賦活剤は、組成物の残りと組み合わせるとき、組み合わせた抗
菌活性が、賦活剤成分を含まない組成物の活性と抗菌成分を含まない組成物の活性との合
計よりも高いような、共力剤となることがある。
【００２６】
　用語「抗菌成分」は、少なくとも１種のバクテリア、真菌、及び／又はウイルスの存在
下で抗菌活性を示す、約１０００ダルトン未満の分子量、多くの場合、５００ダルトン未
満の分子量を有する、一般に小分子である消毒剤を意味する。好ましい抗菌成分は親油性
であり、好ましくは１．０グラム／１００グラム（１．０ｇ／１００ｇ）脱イオン水以下
の、水への溶解度を有する。長期間使用する用途では、好ましい抗菌成分又は抗菌脂質は
、０．５ｇ／１００ｇ脱イオン水以下、より好ましくは０．２５ｇ／１００ｇ脱イオン水
以下、更により好ましくは０．１０ｇ／１００ｇ脱イオン水以下の、水への溶解度を有す
る。溶解度は、Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　ｏｆ　Ｌｏｎｇ－Ｃｈａｉｎ　Ｆａｔｔｙ　Ａｃ
ｉｄｓ　ｉｎ　Ｐｈｏｓｐｈａｔｅ　Ｂｕｆｆｅｒ　ａｔ　ｐｈ　７．４，Ｈｅｎｒｉｋ
　ｖｏｒｕｍ　ｅｔ．ａｌ．，ｉｎ　Ｂｉｏｃｈｉｍｉｃａ　ｅｔ．Ｂｉｏｐｈｙｓｉｃ
ａ　Ａｃｔａ．，１１２６，１３５～１４２（１９９２）の“Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎａｌ
　Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　Ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎｓ”に記載されているように、放射性標
識化合物を使用して記載される。好ましい抗菌成分は、脱イオン水への溶解度が、脱イオ
ン水１００グラムあたり少なくとも１００マイクログラム（μｇ）、より好ましくは、少
なくとも５００μｇ／１００ｇ脱イオン水、更により好ましくは、少なくとも１０００μ
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ｇ／１００ｇ脱イオン水である。
【００２７】
　「脂肪族」という用語は、特に指示がない限り、６～２２個（奇数又は偶数）の炭素原
子を有する直鎖又は分岐鎖アルキル又はアルキレン部分を意味する。
【００２８】
　端点による数の範囲の列挙には、その範囲内に包括される全ての数が含まれる（例えば
、１～５は、１、１．５、２、２．７５、３、３．８、４、及び５を含む）。
【００２９】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲に含まれるとき、単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「
ｔｈｅ」は、その内容について別段の明確な指示がない限り、複数の指示対象を包含する
。したがって、例えば「化合物」を含有する組成物への言及は、２種以上の化合物の混合
物を包含する。本明細書及び添付の特許請求の範囲において使用されるとき、用語「又は
」は、その内容について別段の明確な指示がない限り、一般的に「及び／又は」を包含す
る意味で用いられる。
【００３０】
　特に指示がない限り、明細書及び特許請求の範囲に使用されている量又は成分量、性質
の測定値などを表す全ての数は、全ての例において、用語「約」により修飾されているこ
とを理解されたい。したがって、別途指示がない限り、先行の本明細書及び添付の特許請
求の範囲に記載の数値的パラメータは、本開示の教示を利用して当業者により得ることが
求められる所望の性質に応じて変化し得る近似値である。最低でも、各数値的パラメータ
は、報告された有効数字の数を考慮して、通常の丸め技法の適用によって少なくとも解釈
されるべきである。本開示の広範囲で示す数値的範囲及びパラメータは、近似値であるが
、具体例に記載の数値は可能な限り正確に報告する。しかし、いずれの数値もそれらの試
験測定値それぞれにおいて見られる標準偏差から必然的に生じる誤差を本来含有する。
【００３１】
　本発明の方法において、溶融ブレンド組成物は、核剤が単一液相からのポリ乳酸材料の
結晶化を誘導する温度に十分冷却される。ポリ乳酸材料の結晶化中、溶融ブレンド組成物
相は、第一の相及び第二の相を含む２つの連続相を有する組成物に相分離する。第一の相
は、半結晶性ポリ乳酸マトリックスとしての結晶化ポリ乳酸材料と、半結晶性ポリ乳酸マ
トリックス全体に分散した核剤とを含む。第二の相は、非ポリマー性脂肪族エステル希釈
剤を含む。溶融ブレンド組成物の相分離は、固－液相分離機構、液－液相分離機構、又は
固－液と液－液相分離機構との組み合わせを含む。
【００３２】
　半結晶性ポリ乳酸材料は、室温で固体であり、したがって半結晶性ポリ乳酸材料は、少
なくともその融点まで加熱された際に溶融する。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、
室温で液体又は固体であってもよい。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、半結晶性ポ
リ乳酸材料の融点未満で、半結晶性ポリ乳酸材料を溶解しない。半結晶性ポリ乳酸材料の
融点は、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の存在下で低下し得る。非ポリマー性脂肪族
エステル希釈剤は、半結晶性ポリ乳酸材料の融点以上で、半結晶性ポリ乳酸材料と混和可
能であるよう選択される。核剤は、固体又は液体であってもよい。更に、核剤は、初期組
成物を加熱する前に、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤に分散されてもよい。
【００３３】
　半結晶性ポリマー材料等の生分解性材料を含むポリマーブレンドは、微多孔性物品の形
成に使用することができる。半結晶性ポリ乳酸材料は、微多孔性物品の形成に有用な生分
解性ポリマー材料の一例である。初期組成物中に使用される半結晶性ポリ乳酸材料は、一
般に当業者に公知であるポリ乳酸材料を含む。一般に、半結晶性ポリ乳酸材料は、溶融加
工が可能である。加熱により、熱可塑性半結晶性ポリ乳酸材料は、容易に軟化し、及び／
又は溶融して、従来の機器内で加工されて微多孔性物品を形成することができる。半結晶
性ポリ乳酸材料の融点以上の温度からの冷却により、ポリ乳酸材料は、核剤の存在下で結
晶化して、幾何学的に規則的かつ整然とした化学領域を形成する。
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【００３４】
　半結晶性ポリ乳酸材料は、室温で一般に固体であり、半結晶性ポリ乳酸材料の融点未満
で非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤により溶解することができない。半結晶性ポリ乳酸
材料は、一般に、室温で非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤に溶解しない。半結晶性ポリ
乳酸材料の結晶化温度以上の温度で、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、半結晶性ポ
リ乳酸材料と共に単一液相を形成する。単一液相の冷却により、ポリ乳酸材料は結晶化し
て第一の相を形成し、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は第二の相を形成する。半結晶
性ポリ乳酸材料の結晶化温度は、ポリマー鎖が整然とした配列に配向して、ポリ乳酸材料
中に結晶領域を形成する温度である。ポリ乳酸材料は、結晶化温度以下で結晶化を開始す
る。第一の相及び第二の相は、組成物を形成する。
【００３５】
　微多孔性物品の形成に使用できるいくつかの代表的な半結晶性ポリ乳酸材料には、構成
成分単位がＬ－乳酸のみを含むポリ（Ｌ－乳酸）材料、構成成分単位がＤ－乳酸のみを含
むポリ（Ｄ－乳酸）材料、並びにＬ－乳酸単位及びＤ－乳酸単位の両方が様々な比で存在
するポリ（Ｄ／Ｌ－乳酸）材料が挙げられるが、これらに限定されない。一般に、ポリ（
Ｄ／Ｌ－乳酸）材料は、高いエナンチオマー比（例えば、高いＬ－乳酸：低いＤ－乳酸の
比、又は高いＤ－乳酸：低いＬ－乳酸の比）を有して、ポリ乳酸材料の固有の結晶化度を
最大にする。ポリ乳酸の結晶化度の程度は、ポリマー主鎖の立体規則性及び他のポリマー
鎖と結晶化する能力を基準としている。Ｌ－又はＤ－乳酸と、グリコール酸、３－ヒドロ
キシ酪酸、４－ヒドロキシ酪酸、４－ヒドロキシ吉草酸、５－ヒドロキシ吉草酸、又は６
－ヒドロキシカプロン酸等の乳酸以外の脂肪族ヒドロキシカルボン酸モノマーとのコポリ
マーを、半結晶性ポリ乳酸材料の形成に使用してもよい。コポリマー中の乳酸を有する脂
肪族ヒドロキシカルボン酸モノマー等のコモノマーのパーセントは、半結晶性ポリ乳酸材
料を提供するように、ある範囲内に保たれる。記載のように半結晶性ポリ乳酸材料は単独
で使用されてもよく、又は２種以上の異なる半結晶性ポリ乳酸材料が組み合わせて使用さ
れてもよい。
【００３６】
　半結晶性ポリ乳酸材料の一例としては、乳酸単位、脂肪族多価カルボン酸単位及び脂肪
族多価アルコール単位を含む脂肪族ポリエステル樹脂を挙げることができる。脂肪族ポリ
エステル樹脂は、脂肪族多価カルボン酸及び脂肪族多価アルコールと、ポリ乳酸等の乳酸
単位、又は乳酸と他のヒドロキシカルボン酸とのコポリマーとの組み合わせから形成され
てもよい。あるいは、脂肪族ポリエステル樹脂は、多価カルボン酸及び脂肪族多価アルコ
ールと乳酸との組み合わせから形成されてもよい。脂肪族ポリエステル樹脂は、脂肪族多
価カルボン酸及び脂肪族多価アルコールとラクチド、又はヒドロキシカルボン酸の環状エ
ステルとの組み合わせから形成されてもよい。
【００３７】
　脂肪族ポリエステル樹脂の形成に使用できる脂肪族多価カルボン酸類の具体例としては
、シュウ酸、コハク酸、マロン酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、
アゼライン酸、ウンデカン二塩基酸、ドデカン二塩基酸、及びこれらの無水物が挙げられ
るが、これらに限定されない。このような脂肪族多価カルボン酸類は、酸無水物又は酸無
水物との混合物として使用してよい。脂肪族多価アルコールの具体例としては、エチレン
グリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール
、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－
ブタンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
１，９－ノナンジオール、ネオペンチルグリコール、テトラメチレングリコール、及び１
，４－シクロヘキサンジメタノールが挙げられるが、これらに限定されない。
【００３８】
　半結晶性ポリ乳酸材料の他の例としては、乳酸単位及び多官能性多糖を含む脂肪族ポリ
エステル樹脂を挙げることができる。脂肪族ポリエステル樹脂は、多官能性多糖と、ポリ
乳酸、又は乳酸と他のヒドロキシカルボン酸とのコポリマー等の乳酸単位とから形成され
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てもよい。あるいは、脂肪族ポリエステル樹脂は、多官能性多糖とラクチド、又はヒドロ
キシカルボン酸の環状エステルとから形成されてもよい。脂肪族ポリエステル樹脂の製造
に使用し得る多官能性多糖類の具体例としては、セルロース、セルロースニトレート、セ
ルロースアセテート、メチルセルロース、セルロースアセテート、メチルセルロース、エ
チルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ニトロセルロース、再生セルロース、ビ
スコースレーヨン若しくはキュプラ、ヘミセルロース、デンプン、アミロペクチン、デキ
ストリン、デキストラン、グリコーゲン、ペクチン、キチン、キトサン、これらの誘導体
類、並びにこれらの混合物が挙げられるが、これらに限定されない。一実施形態では、セ
ルロースアセテート又はエチルセルロースは、多官能性多糖として利用することができる
。
【００３９】
　樹脂組成物を含むいくつかの他の半結晶性ポリ乳酸材料は、乳酸成分を有する脂肪族ポ
リエステル樹脂を含んでもよい。乳酸成分の例としては、乳酸のホモポリマー、異なる乳
酸のコポリマー（Ｌ－乳酸とＤ－乳酸とのコポリマー、又は乳酸のホモポリマーと乳酸塩
コポリマーとのコポリマー）、又は乳酸と乳酸以外の脂肪族ヒドロキシカルボン酸とのコ
ポリマーが挙げることができる。
【００４０】
　半結晶性ポリ乳酸材料の分子量は、半結晶性ポリ乳酸材料を使用して形成される微多孔
性物品に関する所望の物理的特性を提供するよう選択されてもよい。したがって、半結晶
性ポリ乳酸材料の分子量は、２つの連続相を有する組成物から形成されたフィルム、シー
ト又はウェブ等の微多孔性物品が、満足する物理的特性を有する限り変動してもよい。一
般に、半結晶性ポリ乳酸材料の分子量が低下するにつれ、溶融ブレンド組成物から形成さ
れる微多孔性物品の強度が低下し、分解速度（例えば、生分解性）が増大する。半結晶性
ポリ乳酸材料の分子量が増大するにつれ、溶融ブレンド組成物の加工性が低下し、溶融ブ
レンド組成物の組成物からの微多孔性物品の形成（例えば、成形）がより困難となり得る
。
【００４１】
　十分な伸長特性を有する微多孔性物品は、一般に、少なくとも３，０００ｇ／モル（グ
ラム／モル）、少なくとも１０，０００ｇ／モル、少なくとも５０，０００ｇ／モル又は
少なくとも９０，０００ｇ／モルである質量平均分子量を有する半結晶性ポリ乳酸材料を
含む。半結晶性ポリ乳酸材料の質量平均分子量は、５，０００，０００ｇ／モルまで、２
，５００，０００ｇ／モルまで、１，０００，０００ｇ／モルまで又は２５０，０００ｇ
／モルまでであってもよい。いくつかの実施形態において、半結晶性ポリ乳酸材料の質量
平均分子量は、３，０００ｇ／モル～５，０００，０００ｇ／モル、１０，０００ｇ／モ
ル～２，５００，０００ｇ／モル、５０，０００ｇ／モル～１，０００，０００ｇ／モル
又は９０，０００ｇ／モル～２５０，０００ｇ／モルの範囲内にあってもよい。
【００４２】
　初期組成物中に含まれる半結晶性ポリ乳酸材料の量は、上述したような所望の特性を有
する微多孔性物品を提供するよう選択される。半結晶性ポリ乳酸材料は、初期組成物の総
質量を基準として少なくとも４０質量パーセント、少なくとも４５質量パーセント、少な
くとも５０質量パーセント又は少なくとも５５質量パーセントの濃度を有してもよい。半
結晶性ポリ乳酸材料の濃度は、初期組成物の総質量を基準として８０質量パーセントまで
、７０質量パーセントまで、６５質量パーセントまで、又は６０質量パーセントまでであ
ってもよい。いくつかの実施形態では、半結晶性ポリ乳酸の濃度は、初期組成物の総質量
を基準として、４０～８０質量パーセント、４５～７０質量パーセント、５０～６５質量
パーセント、又は５５～６５質量パーセントの範囲内にあってもよい。
【００４３】
　前述した初期組成物は、希釈剤も含む。希釈剤は、溶融ブレンド組成物中の溶媒又は混
合添加剤と称されてもよい。希釈剤は、室温で固体又は液体であってもよい。
【００４４】
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　半結晶性ポリマー材料と共に混合及び加熱するのに好適な希釈剤の例には、非ポリマー
性脂肪族エステル希釈剤が挙げられる。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、核剤及び
半結晶性ポリ乳酸材料等の半結晶性ポリマー材料と混合されて、半結晶性ポリ乳酸材料の
融点以上で単一液相を形成してもよい。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、溶融ブレ
ンド組成物が冷却するにつれ、半結晶性ポリ乳酸材料から相分離するに十分な量で、溶融
ブレンド組成物中に存在して、２つの連続相を有する組成物を形成する。非ポリマー性脂
肪族エステル希釈剤層は、溶融ブレンド組成物の半結晶性ポリ乳酸材料の結晶化温度以下
に冷却された際に分離し得る。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、組成物から洗浄又
は除去することができる。
【００４５】
　非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、大気圧にて、最高で少なくとも半結晶性ポリ乳
酸材料の融点の沸点を有してもよい。しかしながら、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤
が、半結晶性ポリ乳酸材料の融点にて、１０パーセント未満の質量損失を受ける場合、よ
り低い沸点の数種の非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を使用してもよい。超大気圧下で
は、より低い沸点の非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を使用して、沸点を少なくとも半
結晶性ポリ乳酸材料の融点の温度に上昇させてもよい。
【００４６】
　非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤のいくつかの例は、式Ｉのグリセロールエステルを
含む。
【００４７】
【化１】

【００４８】
　式Ｉ中、Ｒ１は６～２４個の炭素原子を有するアシル官能基であってもよい。アシル官
能基は、Ｒ（Ｃ＝Ｏ）－として定義することができ、Ｒは通常、１つ以上の炭素原子を有
するアルキル基である。式Ｉ中、Ｒ２は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシル官
能基であってもよい。式Ｉ中、Ｒ３は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシル官能
基であってもよい。一実施形態において、式Ｉの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、
グリセリンジアセトモノカプリレートである（即ち、各Ｒ１は、８個の炭素原子を有する
アシルであり、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ、２個の炭素原子を有するアシルである）。別の
実施形態において、式Ｉの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、グリセリンジアセトモ
ノカプレートである（即ち、各Ｒ１は、１０個の炭素原子を有するアシルであり、Ｒ２及
びＲ３はそれぞれ、２個の炭素原子を有するアシルである）。更なる実施形態において、
式Ｉの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、グリセリンジアセトモノカプレートである
（即ち、各Ｒ１は、１８個の炭素原子を有するアシルであり、Ｒ２及びＲ３は、それぞれ
、２個の炭素原子を有するアシルである）。
【００４９】
　非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の他の例は、式ＩＩのアルケン脂肪酸エステルを含
む。



(10) JP 5612476 B2 2014.10.22

10

20

30

40

50

【００５０】
【化２】

【００５１】
　式ＩＩ中、Ｒ４は６～２４個の炭素原子を有するアシル官能基であってもよい。式ＩＩ
中、Ｒ５は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシル官能基であってもよい。式ＩＩ
中、Ｒ６は１～４個の炭素原子を有するアシル官能基であってもよい。一実施形態におい
て、式ＩＩの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、プロピレングリコールモノカプリレ
ートである（即ち、各Ｒ４は、８個の炭素原子を有するアシルであり、各Ｒ５は水素であ
り、各Ｒ６は２個の炭素原子を有するアルキルである）。
【００５２】
　非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の尚別の例は、式ＩＩＩのクエン酸エステルを含む
。
【００５３】

【化３】

【００５４】
　式ＩＩＩ中、Ｒ７は水素、又は１～８個の炭素原子を有するアルキル官能基であっても
よい。式ＩＩＩ中、Ｒ８は、２～５個の炭素原子を有するアシル官能基であってもよい。
一実施形態において、式ＩＩＩの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、トリブチルアセ
チルシトレートである（即ち、各Ｒ７は４個の炭素原子を有するアシルであり、Ｒ８はそ
れぞれ、２個の炭素原子を有するアシルである）。
【００５５】
　初期組成物の調製に使用される非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、初期組成物の総
質量を基準として少なくとも２０質量パーセント、少なくとも２５質量パーセント、又は
少なくとも３０質量パーセントである濃度を有してもよい。非ポリマー性脂肪族エステル
希釈剤の濃度は、初期組成物の総質量を基準として６０質量パーセントまで、５５質量パ
ーセントまで、又は５０質量パーセントまでであってもよい。いくつかの実施形態では、
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の濃度は、初期組成物の総質量を基準として２０～６
０質量パーセント、２５～５５質量パーセント、又は３０～５０質量パーセントの範囲内
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にあってもよい。式Ｉ～ＩＩＩの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の混合物又はブレン
ドは、半結晶性ポリ乳酸材料及び核剤と共に使用して、初期組成物を調製してもよい。
【００５６】
　核剤は、溶融ブレンド組成物が冷却される際に異物として機能する、初期組成物に添加
される材料である。半結晶性ポリマー材料がその融点を超えて加熱され、次にその結晶化
温度を下回って冷却される際、緩く巻かれたポリマー鎖が、それ自身を異物の周囲にて、
非晶質ポリマーと混合された三次元結晶パターン領域に配向する。核剤は、溶融ブレンド
組成物中で、ポリマー材料結晶のための開始部位として機能する。核剤が存在する場合、
より多数の小さいポリマー材料結晶が形成される。
【００５７】
　核剤は、溶融ブレンド組成物中で、単一液体状態から、溶融ポリマー材料の結晶化を誘
導し、冷却中、ポリマー材料の結晶化の部位の開始を早めて、ポリマー材料の結晶化の速
度を上昇させる。核剤は、ポリマー材料の結晶化温度にて固体、半固体ゲル、又は別個の
液滴であってもよい。
【００５８】
　核剤は、半結晶性ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤と組み合わされ
て、初期組成物が調製される。初期組成物は、少なくとも半結晶性ポリ乳酸材料の融点に
加熱及び混合されて、溶融ブレンド組成物を形成し、核剤は、溶融ブレンド組成物の単一
液相に均一に分散される又は溶解されてもよい。ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エ
ステル希釈剤を含む単一液相は、半結晶性ポリ乳酸材料の融点を超える温度で存在し得る
。溶融ブレンド組成物が冷却されるにつれ、核剤がポリ乳酸材料の結晶化を開始させて、
半結晶性ポリ乳酸マトリックスを形成する。半結晶性ポリ乳酸マトリックスは第一の相を
形成し、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、第一の相と混和しない第二の層を形成す
る。第一の相及び第二の相は、組成物を形成する。
【００５９】
　ポリ乳酸材料は溶融ブレンド組成物中でゆっくりと結晶化し、結晶化は核剤の存在によ
り加速され得る。得られるポリ乳酸材料ドメインの寸法は、核剤、溶融ブレンド組成物中
の半結晶性ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の濃度、並びに組成物の
形成に使用される加工条件の影響を受け得る。より小さいドメインを有するポリ乳酸材料
は、単位容積当たりのフィブリル数が増大したドメインを、より多数形成し得る。相互接
続した微小孔の網状組織は、少なくとも一方向での共組成物の延伸により形成することが
できる。核剤を使用して形成した微多孔性物品（例えば、フィルム）の延伸は、核剤を使
用しない微多孔性物品と比較して、フィブリルの長さの増大をもたらし得る。
【００６０】
　核剤のいくつかの例には、無機粒子、有機化合物、有機酸塩、及びイミドが挙げられる
。無機核剤の例には、タルク、粘土、雲母、ケイ酸カルシウム、チタン酸カルシウム、及
び窒化ホウ素が挙げられるが、これらに限定されない。有機化合物の例には、炭酸プロピ
レン、ポリＬ－乳酸とＤ－乳酸とのステレオコンプレックス、イソタクチックポリプロピ
レン、及び低分子量ポリ（ブチレンテレフタレート）が挙げられるが、これらに限定され
ない。有機金属化合物（例、色素）のいくつかの例には、銅フタロシアニン、クロモフタ
ルブルーＡ３Ｒ色素、及びγ－キナクリドンが挙げられるが、これらに限定されない。有
機酸のいくつかの例には、フェニルホスホン酸亜鉛、サッカリンのナトリウム塩、ビシク
ロ［２．２．１］ヘプタン－２，３－ジカルボン酸のナトリウム塩、及び安息香酸ナトリ
ウムが挙げられるが、これらに限定されない。いくつかの実施形態において、核剤は、銅
フタロシアニン又はフェニルホスホン酸亜鉛を含む。別の実施形態において、核剤は、イ
ソタクチックポリプロピレン、イソタクチックポリプロピレンとフェニルホスホン酸亜鉛
との混合物、イソタクチックポリプロピレンと銅フタロシアニンとの混合物、又はそれら
の混合物を含む。
【００６１】
　溶融ブレンド組成物中に存在する核剤の量は、結晶化の速度と、形成されるポリ乳酸材



(12) JP 5612476 B2 2014.10.22

10

20

30

40

50

料ドメインの数とに影響し得る。より少量の核剤は、一般に、相互接続した微小孔を形成
できる２つの連続層を有する組成物の発達に必要である。核剤の濃度は、初期組成物の総
質量を基準として少なくとも０．０１質量％、少なくとも０．１質量％、少なくとも０．
５質量％、又は少なくとも２質量％であってもよい。核剤の濃度は、初期組成物の総質量
を基準として１０質量パーセントまで、９質量パーセントまで、８質量パーセントまで、
又は７質量パーセントまでであってもよい。いくつかの初期組成物において、核剤の濃度
は、初期組成物の総質量を基準として０．０１～１０質量パーセント、０．１～９質量パ
ーセント、０．５～８質量パーセント、又は２～７質量パーセントの範囲内にあってもよ
い。
【００６２】
　いくつかの実施形態において、抗菌成分を初期組成物に加えて抗菌微多孔性物品を形成
してもよい。
【００６３】
　初期組成物中の抗菌成分の含有率は、典型的には初期組成物の５質量％以下である。い
くつかの初期組成物において、抗菌成分は、初期組成物の４．５質量％未満、４．０質量
％未満、３．０質量％未満、又は２．０質量％未満である。
【００６４】
　抗菌成分としては、１種以上の、多価アルコールの脂肪酸エステル、多価アルコールの
脂肪族エーテル、若しくはこれらの（エステル及び／若しくはエーテルのいずれか又は両
方の）アルコキシル化誘導体、又はこれらの組み合わせを挙げることができる。より具体
的には、抗菌成分は、多価アルコールの（Ｃ７～Ｃ１２）飽和脂肪酸エステル（好ましく
は、多価アルコールの（Ｃ８～Ｃ１２）飽和脂肪酸エステル）、多価アルコールの（Ｃ８

～Ｃ２２）不飽和脂肪酸エステル（好ましくは、多価アルコールの（Ｃ１２～Ｃ２２）不
飽和脂肪酸エステル）、多価アルコールの（Ｃ７～Ｃ１２）飽和脂肪族エーテル（好まし
くは、多価アルコールの（Ｃ８～Ｃ１２）飽和脂肪族エーテル）、多価アルコールの（Ｃ

８～Ｃ２２）不飽和脂肪族エーテル（好ましくは、多価アルコールの（Ｃ１２～Ｃ２２）
不飽和脂肪族エーテル）、そのアルコキシル化誘導体及びこれらの組み合わせからなる群
から選択される。それらがモノエステル、ジエステル、モノエーテル、又はジエーテルで
あってよい、スクロースのエステル及びエーテルでない限り、好ましくは、エステル及び
エーテルは、モノエステル及びモノエーテルである。モノエステル、ジエステル、モノエ
ーテル、及びジエーテルの様々な組み合わせを、本願の初期組成物において使用すること
ができる。いくつかの実施形態において、モノ－、ジ－、又はトリ－誘導体を有するエス
テル及びエーテルは、上述したように、抗菌活性を有し得るが、物品又は組成物を不十分
に抗菌性とする程度を避ける必要がある。
【００６５】
　有用な多価アルコールの脂肪酸エステルは、下式：
　（Ｒ１－Ｃ（Ｏ）－Ｏ）ｎ－Ｒ２

　を有することができ、
　式中、Ｒ１は、（Ｃ７～Ｃ１２）飽和脂肪酸（好ましくは（Ｃ８～Ｃ１２）飽和脂肪酸
）、又は（Ｃ８～Ｃ２２）不飽和（好ましくは、Ｃ１２～Ｃ２２）不飽和、ただしポリ不
飽和を含む）脂肪酸の残基であり、Ｒ２は、多価アルコールの残基（典型的には及び好ま
しくは、グリセリン、プロピレングリコール、及びスクロースであるが、ペンタエリスリ
トール、ソルビトール、マンニトール、キシリトールなどを含む広範な他のものを使用す
ることもできる）であり、ｎ＝１又は２である。Ｒ２基は、少なくとも１つの遊離ヒドロ
キシル基（好ましくは、グリセリン、プロピレングリコール、又はスクロースの残基）を
含む。好ましい多価アルコールの脂肪酸エステルは、Ｃ７、Ｃ８、Ｃ９、Ｃ１０、Ｃ１１

及びＣ１２飽和脂肪酸から誘導されるエステルである。多価アルコールがグリセリン又は
プロピレングリコールである実施形態においては、ｎ＝１であるが、多価アルコールがス
クロースであるときは、ｎ＝１又は２である。一般に、Ｃ１０～Ｃ１２脂肪酸から誘導さ
れるモノグリセリドは、食品等級物質及びＧＲＡＳ物質である。
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【００６６】
　モノエステルの多くは、食品等級であることが報告されており、一般に安全な（ＧＲＡ
Ｓ）物質として認められており、食品防腐剤及び局所用医薬品として有効であることが報
告されているため、脂肪酸エステルは、食品及び食品に触れる表面を処理して、多数のヒ
ト病原体及び食品の損傷を低減するために特に有用である。例えば、Ｋａｂａｒａ，Ｊ．
　ｏｆ　Ｆｏｏｄ　Ｐｒｏｔｅｃｔｉｏｎ，４４：６３３～６４７（１９８１）及びＫａ
ｂａｒａ，Ｊ．ｏｆ　Ｆｏｏｄ　Ｓａｆｅｔｙ，４：１３～２５（１９８２）は、ＬＡＵ
ＲＩＣＩＤＩＮ（通常モノラウリンと称されるラウリン酸のグリセロールモノエステル）
、食品等級のフェノール、及びキレート剤は、食品保存システムの構成に有用であり得る
ことを報告している。ラウロイルエチルアルギネートもまた、食品使用についてＦＤＡに
承認されている。
【００６７】
　ラウリン酸、カプリル酸、カプリン酸及びヘプタン酸のグリセロールモノエステル、並
びに／又は、ラウリン酸、カプリル酸、カプリン酸及びヘプタン酸のプロピレングリコー
ルモノエステルのような脂肪酸モノエステルは、グラム陽性菌、真菌、酵母及び脂質コー
ティングウイルスに対して活性を有するが、単独では一般にグラム陰性菌に対して活性を
有さない。脂肪酸モノエステルが、初期組成物中で以下に記載する賦活剤と組み合わされ
た場合、抗菌微多孔性物品は、グラム陰性菌に対して活性である。
【００６８】
　特定の抗菌成分（例えば、脂肪酸モノエステル）は、脂肪族ポリエステルを可塑化する
ことができる。代表的な脂肪酸モノエステルとしては、ラウリン（モノラウリン）酸、カ
プリル（モノカプリル）酸、及びカプリン（モノカプリン）酸のグリセロールモノエステ
ル、並びに、ラウリン酸、カプリル酸、及びカプリン酸のプロピレングリコールモノエス
テル、並びに、スクロースのラウリン酸、カプリル酸、及びカプリン酸モノエステルが挙
げられるが、これらに限定されない。他の脂肪酸モノエステルとしては、オレイン（１８
：１）、リノール（１８：２）、リノレン（１８：３）、及びアラコン（２０：４）不飽
和（多価不飽和を含む）脂肪酸のグリセリン及びプロピレングリコールモノエステルが挙
げられる。通常知られているように、例えば１８：１は、化合物が１８個の炭素原子と１
つの炭素－炭素二重結合を有することを意味する。好ましい不飽和鎖は、シス異性体形態
において少なくとも１つの不飽和基を有する。所定の好ましい実施形態では、初期組成物
で使用するのに好適な脂肪酸モノエステルとしては、ＧＭＬ又は商品名ＬＡＵＲＩＣＩＤ
ＩＮ（通常、モノラウリン又はグリセロールモノラウレートと称されるラウリン酸のグリ
セロールモノエステル）として既知のもの、グリセロールモノカプレート、グリセロール
モノカプリレート、プロピレングリコールモノラウレート、プロピレングリコールモノカ
プレート、プロピレングリコールモノカプリレート、及びこれらの組み合わせのような、
ラウリン酸、カプリル酸、及びカプリン酸の既知のモノエステルが挙げられる。
【００６９】
　代表的なスクロースの脂肪酸ジエステルとしては、スクロースのラウリン酸、カプリル
酸、及びカプリン酸ジエステル、並びにこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限
定されない。
【００７０】
　多価アルコールの脂肪酸エーテルは、好ましくは次式：
　（Ｒ３－Ｏ）ｎ－Ｒ４

　であり、
　式中、Ｒ３は（Ｃ７～Ｃ１２）飽和脂肪族基（好ましくは（Ｃ８～Ｃ１２）飽和脂肪族
基）、又は（Ｃ８～Ｃ２２）不飽和（好ましくは、Ｃ１２～Ｃ２２）不飽和、ただしポリ
不飽和を含む）脂肪族基であり、Ｒ４は多価アルコールの残基である。好ましい多価アル
コールとしては、グリセリン、スクロース又はプロピレングリコールが挙げられる。グリ
セリン及びプロピレングリコールの場合、ｎ＝１であり、スクロースの場合、ｎ＝１又は
２である。好ましい脂肪酸エーテルは、（Ｃ７～Ｃ１２）アルキル基（より好ましくは（
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Ｃ８～Ｃ１２）アルキル基）のモノエーテルである。
【００７１】
　代表的な脂肪族モノエーテルとしては、ラウリルグリセリルエーテル、カプリルグリセ
リルエーテル、カプリリルグリセリルエーテル、ラウリルプロピレングリコールエーテル
、カプリルプロピレングリコールエーテル及びカプリリルプロピレングリコールエーテル
が挙げられるが、これらに限定されない。他の脂肪族モノエーテルとしては、オレイル（
１８：１）、リノレイル（１８：２）、リノレニル（１８：３）、及びアラキドニル（ar
achonyl）（２０：４）不飽和及びポリ不飽和脂肪族アルコールのグリセリン及びプロピ
レングリコールモノエーテルが挙げられる。所定の好ましい実施形態において、初期組成
物で使用するのに好適な脂肪族モノエーテルとしては、ラウリルグリセリルエーテル、カ
プリルグリセリルエーテル、カプリリルグリセリルエーテル、ラウリルプロピレングリコ
ールエーテル、カプリルプロピレングリコールエーテル、カプリリルプロピレングリコー
ルエーテル、及びこれらの組み合わせが挙げられる。不飽和鎖は、好ましくは、シス異性
体形において少なくとも１つの不飽和結合を有する。
【００７２】
　総アルコキシレートが比較的低く維持される限り、前述の脂肪酸エステル及び脂肪族エ
ーテルのアルコキシル化誘導体（例えば、残りのアルコール基がエトキシル化及び／又は
プロポキシル化されたもの）もまた、抗菌活性を有する。好ましいアルコキシル化水準は
、米国特許第５，２０８，２５７号に開示されている。エステル及びエーテルがエトキシ
ル化されている場合、エチレンオキシドの総モル数は、好ましくは５未満、より好ましく
は２未満である。
【００７３】
　多価アルコールの脂肪酸エステル又は脂肪族エーテルは、従来技術により、アルコキシ
ル化、好ましくはエトキシル化及び／又はプロポキシル化することができる。アルコキシ
ル化化合物は、好ましくはエチレンオキシド、プロピレンオキシド、及びこれらの混合物
、並びに類似のオキシラン化合物からなる群から選択される。
【００７４】
　初期組成物は、典型的には、初期組成物の総質量を基準として５質量％以上の総量の脂
肪酸エステル、脂肪族エーテル、アルコキシル化脂肪酸エステル、又はアルコキシル化脂
肪族エーテルを含む。いくつかの初期組成物において、脂肪酸エステル、脂肪族エーテル
、アルコキシル化脂肪酸エステル、又はアルコキシル化脂肪族エーテルの総量は、初期組
成物の４．５質量％未満、４．０質量％未満、３．０質量％未満、又は２．０質量％未満
である。
【００７５】
　１種以上の脂肪酸モノエステル、脂肪族モノエーテル、アルコールのヒドロキシル酸エ
ステル又はそのアルコキシル化誘導体を含む本開示の組成物は、少量のジ脂肪酸エステル
若しくはトリ脂肪酸エステル（即ち、脂肪酸ジエステル若しくはトリエステル）、ジ脂肪
族エーテル若しくはトリ脂肪族エーテル（即ち、脂肪族ジエーテル若しくはトリエーテル
）、又はこれらのアルコキシル化誘導体を含んでもよい。好ましくは、このような成分は
、抗菌成分の総質量の１０質量％以下、７質量％以下、６質量％以下又は５質量％以下で
含まれる。したがって、脂肪酸モノエステル、脂肪族モノエーテル、アルコールのヒドロ
キシル酸エステル又はそのアルコキシル化誘導体のモノエステル純度は、８５％、好まし
くは９０％、より好ましくは９５％を超えるべきである。例えば、グリセリンのモノエス
テル、モノエーテル又はアルコキシル化誘導体の場合、好ましくは、初期組成物中に存在
する抗菌（モノエステル又はモノエーテル）成分の総質量を基準として、１０質量％以下
、７質量％以下、６質量％以下又は５質量％以下の、ジエステル、ジエーテル、トリエス
テル、トリエーテル又はこれらのアルコキシル化誘導体が存在する。好ましくは、トリエ
ステル又はジエステル含有率は、抗菌成分の抗菌効果を保つために低く維持される。
【００７６】
　抗菌成分の追加のクラスは、好ましくは次式：
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　Ｒ５－Ｏ－（－Ｃ（Ｏ）－Ｒ６－Ｏ）ｎＨ、
　のヒドロキシル官能性カルボン酸の脂肪族アルコールエステルであり、
　式中、Ｒ５は（Ｃ７～Ｃ１４）飽和アルキルアルコール（好ましくは、（Ｃ７～Ｃ１２

）飽和アルキルアルコール、より好ましくは（Ｃ８～Ｃ１２）飽和アルキルアルコール）
又は（Ｃ８～Ｃ２２）不飽和アルコール（ポリ不飽和アルコールを含む）の残基であり、
Ｒ６は、ヒドロキシカルボン酸の残基であり、ヒドロキシカルボン酸は、以下の式：
　Ｒ７（ＣＲ８ＯＨ）ｐ（ＣＨ２）ｑＣＯＯＨ
　を有し、
　式中、Ｒ７及びＲ８はそれぞれ独立してＨ又は（Ｃ１～Ｃ８）飽和直鎖、分岐鎖若しく
は環状アルキル基、（Ｃ６～Ｃ１２）アリール基、又は（Ｃ６～Ｃ１２）アラルキル若し
くはアルカリル基であり、アルキル基は飽和直鎖、分岐鎖若しくは環状であり、Ｒ７及び
Ｒ８は、所望により、１つ以上のカルボン酸基によって置換されていてよく、ｐ＝１又は
２であり、ｑ＝０～３であり、ｎ＝１、２、又は３である。Ｒ６基は、１つ以上の遊離ヒ
ドロキシル基を含んでよいが、好ましくはヒドロキシル基を含まない。好ましいヒドロキ
シカルボン酸の脂肪族アルコールエステルは、分岐鎖又は直鎖Ｃ８、Ｃ９、Ｃ１０、Ｃ１

１、又はＣ１２アルキルアルコールから誘導されるエステルである。ヒドロキシ酸は典型
的には、１つのヒドロキシル基及び１つのカルボン酸基を有する。
【００７７】
　１つの態様では、抗菌成分としては、（Ｃ２～Ｃ８）ヒドロキシカルボン酸の（Ｃ７～
Ｃ１４）飽和脂肪族アルコールモノエステル（好ましくは、（Ｃ２～Ｃ８）ヒドロキシカ
ルボン酸の（Ｃ７～Ｃ１２）飽和脂肪族アルコールモノエステル、より好ましくは、（Ｃ

２～Ｃ８）ヒドロキシカルボン酸の（Ｃ８～Ｃ１２）飽和脂肪族アルコールモノエステル
）、（Ｃ２～Ｃ８）ヒドロキシカルボン酸の（Ｃ８～Ｃ２２）モノ若しくはポリ不飽和脂
肪族アルコールモノエステル、前述のいずれかのアルコキシル化誘導体、又はこれらの組
み合わせが挙げられる。ヒドロキシカルボン酸部分は、脂肪族及び／又は芳香族基を含ん
でよい。例えば、サリチル酸の脂肪族アルコールエステルが可能である。本明細書で使用
するとき、「脂肪族アルコール」は、偶数又は奇数の炭素原子を有するアルキル又はアル
キレン多官能性アルコールである。
【００７８】
　代表的なヒドロキシカルボン酸の脂肪族アルコールモノエステルとしては、オクチルラ
クテート、２－エチルヘキシルラクテート（Ｐｕｒａｃ，Ｌｉｎｃｏｌｎｓｈｉｒｅ　Ｉ
Ｌ製のＰｕｒａｓｏｌｖ　ＥＨＬ、ラウリルラクテート（Ｃｈｅｍｉｃ　Ｌａｂｏｒａｔ
ｏｒｉｅｓ，Ｃａｎｔｏｎ　ＭＡ製のＣｈｒｙｓｔａｐｈｙｌ　９８）、ラウリルラクチ
ルラクテート（lacate）、２－エチルヘキシルラクチルラクテートのような乳酸の（Ｃ６

～Ｃ１２）脂肪族アルコールエステル；グリコール酸、乳酸、３－ヒドロキシブタン酸、
マンデル酸、グルコン酸、酒石酸及びサリチル酸の（Ｃ８～Ｃ１２）脂肪族アルコールエ
ステルが挙げられるが、これらに限定されない。
【００７９】
　総アルコキシレートが比較的低く維持される限り、ヒドロキシル官能性カルボン酸基の
脂肪族アルコールエステルのアルコキシル化誘導体（例えば、残りのアルコール基がエト
キシル化及び／又はプロポキシル化されたもの）もまた、抗菌活性を有する。好ましいア
ルコキシル化水準は、ヒドロキシカルボン酸１モルあたり５モル未満、より好ましくは２
モル未満である。
【００８０】
　エステル結合を含む上記抗菌成分は、加水分解に感受性であり、具体的には極端なｐＨ
（４未満又は１０超）で水に曝露することにより、又はエステルを対応する酸及びアルコ
ールに酵素的に加水分解することができる特定の細菌により分解され得、これは特定の用
途で望ましい場合がある。例えば、微多孔性物品は、少なくとも１つのエステル基を含む
抗菌成分を組み込むことにより、急速に分解するように作製されてもよい。微多孔性物品
の長期間保持が望ましい場合、加水分解感受性基を含まない、抗菌成分を用いてもよい。
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例えば、脂肪族モノエーテルは、通常の加工条件下で加水分解感受性ではなく、微生物の
攻撃に対して耐性を有する。
【００８１】
　抗菌成分の別のクラスとしては、カチオン性アミン抗菌化合物が挙げられ、これは抗菌
プロトン化第三級アミン及び小分子第四級アンモニウム化合物を含む。代表的な小分子第
四級アンモニウム化合物としては、塩化ベンザルコニウム及びそのアルキル置換誘導体、
ジ－長鎖アルキル（Ｃ８～Ｃ１８）第四級アンモニウム化合物、ハロゲン化セチルピリジ
ニウム及びその誘導体、塩化ベンゼトニウム及びそのアルキル置換誘導体、オクタニジン
、並びにこれらの適合性のある組み合わせが挙げられる。
【００８２】
　抗菌成分として有用なカチオン性消毒剤及び殺菌剤としては、典型的には、結合した少
なくとも１つのＣ６～Ｃ１８直鎖若しくは分岐鎖アルキル又はアラルキル鎖を有する、１
つ以上の第四級アンモニウム基を含む、小分子第四級アンモニウム化合物が挙げられる。
好適な化合物としては、Ｂｌｏｃｋ，Ｓ．，Ｄｉｓｉｎｆｅｃｔｉｏｎ，Ｓｔｅｒｉｌｉ
ｚａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｐｒｅｓｅｒｖａｔｉｏｎ，４ｔｈ　ｅｄ．，１９９１のＬｅａ
　＆　Ｆｅｂｉｇｅｒ，Ｃｈａｐｔｅｒ　１３に開示されているものが挙げられ、次式：
　Ｒ９Ｒ１０ＮＲ１１Ｒ１２＋Ｘ－

　を有することができ、
　式中、Ｒ９及びＲ１０は、Ｎ、Ｏ、又はＳにより置換されていてよいＣ１～Ｃ１８直鎖
若しくは分岐鎖アルキル、アルカリル又はアラルキル鎖であり、Ｒ１１及びＲ１２は、Ｃ

１～Ｃ６アルキル、フェニル、ベンジル若しくはＣ８～Ｃ１２アルカリル基であるか、又
は、Ｒ１１及びＲ１２は、第四級アンモニウム基のＮを含むピリジン環のような環を形成
してもよく、Ｘはアニオン、好ましくはＣｌ－若しくはＢｒ－のようなハロゲン化物であ
るが、おそらくメトサルフェート、エトサルフェート、ホスフェート又は類似のアニオン
である。このクラスの化合物は、モノアルキルトリメチルアンモニウム塩、モノアルキル
ジメチルベンジルアンモニウム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、塩化ベンゼトニ
ウム、塩化メチルベンゼトニウム及びオクテニジンのようなアルキル置換ベンゼトニウム
ハロゲン化物である。
【００８３】
　第四級アンモニウム抗菌成分の例は、Ｃ８～Ｃ１８のアルキル鎖長、好ましくはＣ１２

～Ｃ１６のアルキル鎖長、より好ましくは鎖長の混合を有するベンザルコニウムハロゲン
化物、例えば、４０％のＣ１２アルキル鎖、５０％のＣ１４アルキル鎖、及び１０％のＣ

１６鎖を含む塩化ベンザルコニウム（Ｌｏｎｚａ　Ｇｒｏｕｐ　Ｌｔｄ．，Ｂａｓｅｌ，
ＳｗｉｔｚｅｒｌａｎｄからＢａｒｑｕａｔ　ＭＢ－５０として入手可能）；フェニル環
のアルキル基によって置換されたベンザルコニウムハロゲン化物（Ｂａｒｑｕａｔ　４２
５０として入手可能）；Ｃ８～Ｃ１８アルキル基を有するジメチルジアルキルアンモニウ
ムハロゲン化物又はこのような化合物の混合物（Ｌｏｎｚａ製のＢａｒｄａｃ　２０５０
、２０５Ｍ及び２２５０として入手可能）；並びに、塩化セチルピリジニウム（Ｍｅｒｒ
ｅｌｌ　ＬａｂｓからＣｅｐａｃｏｌ　Ｃｈｌｏｒｉｄｅとして入手可能なセパコールク
ロリド）のようなセチルピリジニウムハロゲン化物；ベンゼトニウムハロゲン化物及びア
ルキル置換ベンゼトニウムハロゲン化物（Ｒｏｈｍ　ａｎｄ　ＨａａｓからＨｙａｍｉｎ
ｅ　１６２２及びＨｙａｍｉｎｅ　１０Ｘとして入手可能）である。
【００８４】
　カチオン性抗菌剤成分の有用なクラスは、プロトン化第三級アミンに基づく。好ましい
カチオン性抗菌プロトン化第三級アミンは、少なくとも１つのＣ６～Ｃ１８アルキル基を
有する。このクラスのものは、ＰＣＴ国際公開第０１／９４２９２号、同第０３／０１３
４５４号、及び同第０３／０３４８４２号に記載されているようなアミノ酸の生分解性誘
導体、並びにソルビン酸ナトリウム、ソルビン酸カリウム又はソルビン酸との組み合わせ
（国際公開第０２／０８７３２８号を参照のこと）である。これらのカチオン性抗菌成分
は、環境中又は生体組織上で分解することができる。国際公開第０３／０１３４５４号は
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、次式：
【００８５】
【化４】

【００８６】
　を有するこのような抗菌成分について教示しており、
　式中、ＸはＢｒ－、Ｃｌ－、又はＨＳＯ４

－であってよく、Ｒ１５は酸、例えば、飽和
脂肪族ヒドロキシ酸由来の直鎖Ｃ８～Ｃ１４アルキル鎖であってよく、Ｒ１４はＣ１～Ｃ

１８直鎖若しくは分岐鎖アルキル又は芳香族部分であり、Ｒ１３は－ＮＨ３、
【００８７】

【化５】

【００８８】
　であってよく、
　ｎ１は０～４であってよい。
【００８９】
　このクラスの物質の有用なメンバーの１つは、ラウロイルエチルアルギネート（アミノ
酸アルギニンのエチルエステル及びラウリン酸アミド（Ａ＆Ｂ　Ｉｎｇｒｅｄｉｅｎｔｓ
，Ｆａｉｒｆｉｅｌｄ，Ｎｅｗ　ＪｅｒｓｅｙからＭｉｒｅｎａｔ　Ｎとして入手可能）
である。これらの組成物の製造方法は、国際公開第０１／９４２９２号に開示されている
。
【００９０】
　カチオン性抗菌剤成分は、典型的には、初期組成物の総質量を基準として５質量％以上
の濃度で初期組成物に添加される。いくつかの初期組成物において、カチオン性抗菌剤成
分の総量は、初期組成物の４．５質量％未満、４．０質量％未満、３．０質量％未満、又
は２．０質量％未満である。ソルビン酸及び／又はその塩のような特定の賦活剤と併用す
るとき、より低い濃度も可能であることがある。
【００９１】
　本開示の抗菌成分は、効果的に微生物を死滅させるために、単独で用いてもよく、組み
合わせて用いてもよい。不安定な組成物が生じるか、又は互いに不適合である抗菌成分の
組み合わせは避けるべきである。例えば、第四級アンモニウム化合物は、アルキルカルボ
ン酸又はサルフェート部分及び／若しくはスルホン酸を含有する界面活性剤と不適合であ
る可能性があり、特定の塩は第四級アンモニウム化合物の沈殿を引き起こす可能性がある
。
【００９２】
　特定の実施形態では、抗菌成分は非イオン性であり、最大６．２、最大５．８又は最大
５．５の親水性／親油性バランス（ＨＬＢ）を有する。ＨＬＢの他の好ましい範囲は、少
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なくとも３、少なくとも３．２又は少なくとも３．４である。ＨＬＢは、Ｓｕｒｆａｃｔ
ａｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ａｔｔｗｏｏｄ，Ｃｈａｐｍａｎ　ａｎｄ　Ｈａｌｌ，Ｌｏｎ
ｄｏｎ，１９８３に示されている官能基寄与計算（functional group contribution calc
ulation）を用いて決定することができる。
【００９３】
　特定の抗菌成分は非荷電であり、少なくとも７個の炭素原子を含有するアルキル又はア
ルケニル炭化水素鎖を有する。溶融加工の場合、好ましい抗菌成分は揮発性が低く、加工
条件下で分解しない。好ましい抗菌成分は、２質量％未満、より好ましくは０．１０質量
％未満の水を含有する（カール・フィッシャー分析により測定）。含水量は、半結晶性ポ
リ乳酸材料の加水分解を防止し、押し出されたフィルムに透明性を与えるために低く保た
れる。水分レベルは、例えば５０℃～６０℃を超える高温で乾燥した溶媒流延フィルムに
対してと同様に制御すべきである。
【００９４】
　本明細書で使用するとき、「消毒剤」という用語は、疾病を引き起こす微生物の生育及
び繁殖を阻害する物質、特に皮膚、創傷、及び粘膜組織などのような哺乳類の組織に接触
する可能性のあるこれらの物質を指す。多くの場合、「消毒剤」は、哺乳類の病原体を制
御するために使用するとき、抗菌剤と同義である。本明細書で記載する消毒剤及び抗菌成
分は、単独で、組み合わせて、又は他の抗菌成分と共に用いてよい。既に記載したものと
一緒に用いるための更なる抗微生物成分としては、米国特許出願公開第２００６００５１
３８４号に記載のように、ペルオキシド、Ｃ６～Ｃ１４アルキルカルボン酸及びアルキル
エステルカルボン酸、抗菌天然油、高分子ビグアニド（ポリヘキサメチレンビグアニドな
ど）及びビスビグアニド（クロロヘキシジン及びクロロヘキシジングルコネートを含むそ
の塩）並びにこれらの適合性のある組み合わせが挙げられる。表面上で初期組成物と併用
してもよい他の適合性のある防腐剤は、ヨード、ヨードフォア、抗菌金属並びに銀塩及び
酸化銀、銅及び亜鉛塩のような金属塩である。更に、特定の抗生物質を初期組成物にブレ
ンドしてもよく、又はこれらを含む物品の表面にコーティングしてもよく、例えば、ネオ
スポリン、ポリミキシン、バシトラシン、ムピロシン、リファンピン、ミノサイクリン、
テトラサイクリン、βラクタム抗生物質（ペニシリン、メチシリン及びアモキシシリンな
ど）、フルオロキノロン、クリンダマイシン、セファロスポリン、マクロライド並びにア
ミノグリコシドが挙げられる。
【００９５】
　本明細書に記載する初期組成物は、賦活剤（好ましくは共力剤）を更に含んで、特にグ
ラム陰性菌、例えば大腸菌及びシュードモナス（Psuedomonas）属に対する抗菌活性を向
上させてもよい。選択された賦活剤は、好ましくは、細菌の細胞外皮に影響を与える。理
論に束縛されるものではないが、賦活剤は、抗菌成分をより容易に細胞の細胞質に入れる
ことにより、及び／又は、細胞外皮の破壊を促進することにより、機能すると現在考えら
れている。賦活剤成分としては、α－ヒドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸、他のカルボン酸
、（Ｃ２～Ｃ６）飽和若しくは不飽和アルキルカルボン酸、（Ｃ６～Ｃ１６）アリールカ
ルボン酸、（Ｃ６～Ｃ１６））アラルキルカルボン酸、（Ｃ６～Ｃ１２）アルカリルカル
ボン酸、フェノール化合物（特定の酸化防止剤及びパラベンなど）、（Ｃ５～Ｃ１０）モ
ノヒドロキシアルコール、キレート剤、グリコールエーテル（即ち、エーテルグリコール
）又は分解して上記賦活剤の１種を放出するオリゴマーを挙げてもよい。このようなオリ
ゴマーの例は、グリコール酸、乳酸又は少なくとも６個の反復単位を有する両者のオリゴ
マーである。所望により、様々な組み合わせの賦活剤を用いることができる。
【００９６】
　α－ヒドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸及び他のカルボン酸である賦活剤は、好ましくは
、プロトン化された遊離酸の形態で存在する。酸性賦活剤の全てが遊離酸の形態で存在す
る必要はないが、以下に列挙する好ましい濃度は遊離酸の形態で存在する量を指す。製剤
を酸性化する、又はあるｐＨで緩衝化して抗菌活性を維持するために、追加の、非α－ヒ
ドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸、又は他のカルボン酸である賦活剤を添加してもよい。脂
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肪族ポリエステル成分が加水分解されるのを避けるために、好ましくは、約２．５超、好
ましくは約３超、最も好ましくは約３．５超のｐＫａを有する酸が用いられる。更に、カ
ルボン酸基を含むキレーター（chelator）賦活剤は、好ましくは、遊離酸の形態で、少な
くとも１つ、より好ましくは少なくとも２個のカルボン酸基を有して存在する。以下に記
載する濃度は、これを前提とする。プロトン化された酸の形態である賦活剤は、抗菌効果
を上昇させるだけでなく、脂肪族ポリエステル成分に組み込まれたとき、適合性を改善さ
せると考えられる。
【００９７】
　１種以上の賦活剤を、所望の結果を生むために好適な濃度で、本発明の組成物に使用し
てもよい。賦活剤は、典型的には、初期組成物の総質量を基準として５質量％以下の総量
で存在する。いくつかの初期組成物では、賦活剤の総量は、初期組成物の４．５質量％未
満、４．０質量％未満、３．０質量％未満、又は２．０質量％未満である。
【００９８】
　このような濃度は、典型的には、α－ヒドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸、他のカルボン
酸、キレート剤、フェノール、エーテルグリコール、及び（Ｃ５～Ｃ１０）モノヒドロキ
シアルコールに適用される。
【００９９】
　賦活剤成分の、抗菌成分の総濃度との比は、質量基準で、好ましくは１０：１～１：３
００、より好ましくは５：１～１：１０の範囲内である。
【０１００】
　α－ヒドロキシ酸は、典型的には、次式：
　Ｒ１６（ＣＲ１７ＯＨ）ｎ２ＣＯＯＨ
　の化合物であり、
　式中、Ｒ１６及びＲ１７はそれぞれ独立して、Ｈ又は（Ｃ１～Ｃ８）アルキル基（直鎖
、分岐鎖又は環状）、（Ｃ６～Ｃ１２）アリール又は（Ｃ６～Ｃ１２）アラルキル若しく
はアルカリル基（アルキル基は直鎖、分岐鎖又は環状）であり、Ｒ１６及びＲ１７は所望
により、１つ以上のカルボン酸基によって置換されていてよく、ｎ２＝１～３であり、好
ましくはｎ２＝１～２である。
【０１０１】
　代表的なα－ヒドロキシ酸としては、乳酸、リンゴ酸、クエン酸、２－ヒドロキシブタ
ン酸、３－ヒドロキシブタン酸、マンデル酸、グルコン酸、グリコール酸、酒石酸、α－
ヒドロキシエタン酸、アスコルビン酸、α－ヒドロキシオクタン酸、及びヒドロキシカプ
リル酸、並びにこれらの誘導体（例えば、ヒドロキシル、フェニル基、ヒドロキシフェニ
ル基、アルキル基、ハロゲン、並びにこれらの組み合わせによって置換された化合物）が
挙げられるが、これらに限定されない。好ましいα－ヒドロキシ酸としては、乳酸、リン
ゴ酸及びマンデル酸を挙げることができる。これらの酸は、Ｄ、Ｌ、又はＤＬ形であって
よく、遊離酸、ラクトン、又はこれらの部分的塩として存在してもよい。全てのこれらの
形態は、用語「酸」に包含される。酸は、遊離酸形態で存在することが好ましい。特定の
好ましい実施形態においては、本発明の初期組成物において有用なα－ヒドロキシ酸は、
乳酸、マンデル酸、リンゴ酸、及びこれらの混合物からなる群から選択される。他の好適
なα－ヒドロキシ酸は、米国特許第５，６６５，７７６号（Ｙｕ）に記載されている。
【０１０２】
　１種以上のα－ヒドロキシ酸を、所望の結果が得られるような量で、本発明の組成物に
組み込むことができ、及び／又は、本発明の組成物を含む物品の表面に塗布してもよい。
１種以上のα－ヒドロキシ酸は、典型的には、初期組成物の総質量を基準として５質量％
以下の総量で存在する。いくつかの初期組成物では、それらは初期組成物の４．５質量％
未満、４．０質量％未満、３．０質量％未満、又は２．０質量％未満の量で存在してもよ
い。
【０１０３】
　α－ヒドロキシ酸賦活剤の、総抗菌成分との質量比は、最大５０：１、最大３０：１、
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最大２０：１、最大１０：１、最大５：１又は最大１：１である。α－ヒドロキシ酸賦活
剤と、総抗菌成分との比は、少なくとも１：１２０、少なくとも１：８０、又は少なくと
も１：６０であってよい。好ましくは、α－ヒドロキシ酸賦活剤と、総抗菌成分との比は
、１：６０～２：１の範囲内である。
【０１０４】
　β－ヒドロキシ酸賦活剤は、典型的には、次式：
【０１０５】
【化６】

【０１０６】
　により表される化合物であり、
　式中、Ｒ１８、Ｒ１９及びＲ２０はそれぞれ独立して、Ｈ又は（Ｃ１～Ｃ８）アルキル
基（飽和直鎖、分岐鎖又は環状基）、（Ｃ６～Ｃ１２）アリール、又は（Ｃ６～Ｃ１２）
アラルキル若しくはアルカリル基（式中、アルキル基は直鎖、分岐鎖又は環状）であり、
Ｒ１８及びＲ１９は、所望により、１つ以上のカルボン酸基によって置換されていてよく
、ｍ＝０又は１であり、ｎ３＝１～３（好ましくはｎ３＝１～２）であり、Ｒ２１はＨ、
（Ｃ１～Ｃ４）アルキル、又はハロゲンである。
【０１０７】
　代表的なβ－ヒドロキシ酸としては、サリチル酸、β－ヒドロキシブタン酸、トロパ酸
、及びトレトカン酸が挙げられるが、これらに限定されない。特定の好ましい実施形態で
は、本発明の組成物で有用なβ－ヒドロキシ酸は、サリチル酸、β－ヒドロキシブタン酸
、及びこれらの混合物からなる群から選択される。他の好適なβ－ヒドロキシ酸は、米国
特許第５，６６５，７７６号に記載されている。
【０１０８】
　１種以上のβ－ヒドロキシ酸を、所望の結果を生むために好適な濃度で、本発明の組成
物に使用してもよい。それらは、初期組成物の総質量を基準として５質量％以下の総量で
存在してもよい。それらはまた、初期組成物の４．５質量％未満、４．０質量％未満、３
．０質量％未満、又は２．０質量％未満の量で存在してもよい。より高濃度になれば、組
織に対して刺激性になる可能性がある。あるいは、β－ヒドロキシ酸を、本発明の組成物
を含む物品の表面に塗布してもよい。表面上に存在するとき、濃度は、物品の０．０５質
量％、好ましくは０．１質量％、より好ましくは０．２５質量％、最も好ましくは０．５
質量％であってよい。
【０１０９】
　β－ヒドロキシ酸賦活剤の、総抗菌成分との質量比は、好ましくは最大５０：１、最大
３０：１、最大２０：１、最大１０：１、最大５：１又は最大１：１である。β－ヒドロ
キシ酸賦活剤の、総抗菌成分との比は、好ましくは少なくとも１：１２０、少なくとも１
：８０、又は少なくとも１：６０である。好ましくは、β－ヒドロキシ酸賦活剤の、抗菌
成分との比は、１：６０～２：１、より好ましくは１：１５～１：１の範囲内にある。
【０１１０】
　低濃度の水を含む、又は本質的に水を含まない系では、エステル交換が、脂肪酸モノエ
ステル及びこれらの活性成分のアルコキシル化誘導体の減少の原則経路である可能性があ
り、賦活剤を含有するカルボン酸の減少はエステル交換のために生じる可能性がある。し
たがって、特定のα－ヒドロキシ酸（ＡＨＡ）及びβ－ヒドロキシ酸（ＢＨＡ）はＡＨＡ
又はＢＨＡのヒドロキシル基の反応によりエステル抗菌剤又は他のエステルをエステル交
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換する可能性が低いと考えられるため、これらが特に好ましい。例えば、フェノールのヒ
ドロキシル基は非常に酸性のアルコールであり、したがって反応する可能性が非常に低い
ため、サリチル酸は、特定の製剤中で特に好ましい可能性がある。無水物又は低水分含量
製剤における他の特に好ましい化合物としては、乳酸、マンデル酸、リンゴ酸、クエン酸
、酒石酸及びグリコール酸が挙げられる。ヒドロキシル酸ではないが、ヒドロキシル基を
含まない安息香酸及び置換安息香酸も、エステル基を形成しにくいため、好ましい。これ
は、溶融及び溶媒流延加工可能な系又は組成物の両方に適用される。
【０１１１】
　α－及びβ－カルボン酸以外のカルボン酸は、好適な賦活剤である。それらは、典型的
には１２個以下の炭素原子を有するアルキル、アリール、アラルキル、又はアルカリルカ
ルボン酸が挙げられる。これらの好ましいクラスは、以下の式：
　Ｒ２２（ＣＲ２３

２）ｎ４ＣＯＯＨ
　によりあらわすことができ、
　式中、Ｒ２２及びＲ２３はそれぞれ独立して、Ｈ又は（Ｃ１～Ｃ４）アルキル基（直鎖
、分岐鎖又は環状基であってよい）、（Ｃ６～Ｃ１２）アリール基、アリール基及びアル
キル基の両方を含有する（Ｃ６～Ｃ１２）基（直鎖、分岐鎖又は環状基であってよい）で
あり、Ｒ２２及びＲ２３は所望により、１つ以上のカルボン酸基によって置換されていて
よく、ｎ２＝０～３であり、好ましくはｎ２＝０～２である。カルボン酸は、（Ｃ２～Ｃ

６）アルキルカルボン酸、（Ｃ６～Ｃ１６）アラルキルカルボン酸、又は（Ｃ６～Ｃ１６

）アルカリルカルボン酸であってよい。代表的な酸としては、酢酸、プロピオン酸、ソル
ビン酸、安息香酸、ベンジル酸、及びノニル安息香酸が挙げられるが、これらに限定され
ない。
【０１１２】
　１種以上のこのようなカルボン酸は、所望の結果を得るのに十分な量で、本発明の初期
組成物中に使用してもよい。特定の実施形態では、それらは、初期組成物の総質量を基準
として５質量％以下、好ましくは３質量％以下の総量で存在する。
【０１１３】
　あるいは、カルボン酸賦活剤は、初期組成物から作製された微多孔性物品（例えば、抗
菌剤）の表面上に存在してもよい。表面上に存在するとき、用いられる量は、物品の０．
０５質量％、好ましくは０．１質量％、より好ましくは０．２５質量％、最も好ましくは
０．５質量％であってよい。
【０１１４】
　カルボン酸（α－又はβ－ヒドロキシ酸以外の）の総濃度の、抗菌成分の総濃度との質
量比は、好ましくは１０：１～１：１００、好ましくは２：１～１：１０の範囲内である
。
【０１１５】
　いくつかの実施形態において、賦活剤としてのキレート剤（chelating agent）（即ち
、キレーター）を、初期組成物に添加してもよい。キレート剤は、典型的には、溶液中に
おいて金属イオンとの複数の配位部位が可能である有機化合物である。典型的には、これ
らのキレート剤は、ポリアニオン性化合物であり、多価金属イオンと最善に配位する。代
表的なキレート剤としては、エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）及びその塩（例えば、
ＥＤＴＡ（Ｎａ）２、ＥＤＴＡ（Ｎａ）４、ＥＤＴＡ（Ｃａ）、ＥＤＴＡ（Ｋ）２）、酸
性ピロリン酸ナトリウム、酸性ヘキサメタリン酸ナトリウム、アジピン酸、コハク酸、ポ
リリン酸、酸性ピロリン酸ナトリウム、ヘキサメタリン酸ナトリウム、酸性ヘキサメタリ
ン酸ナトリウム、ニトリロトリス（メチレンホスホン酸）、ジエチレントリアミン五酢酸
、１－ヒドロキシエチレン、１，１－ジホスホン酸、及びジエチレントリアミンペンタ－
（メチレンホスホン酸）が挙げられるが、これらに限定されない。特定のカルボン酸、特
にα－ヒドロキシ酸及びβ－ヒドロキシ酸、例えばリンゴ酸及び酒石酸もまた、キレータ
ーとして、機能することができる。
【０１１６】
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　また、シデロフォアのような第一鉄及び／又は第二鉄イオン、並びに鉄結合タンパク質
に高度に特異的に結合する化合物も、キレーターとして含まれる。鉄結合タンパク質とし
ては、例えば、ラクトフェリン及びトランスフェリンが挙げられる。シデロフォアとして
は、例えば、エンテロケリン（enterochlin）、エンテロバクチン、ビブリオバクチン、
アンギバクチン、ピオケリン、ピオヴェルジン及びアエロバクチンが挙げられる。
【０１１７】
　特定の実施形態では、本開示の初期組成物に有用なキレート剤としては、エチレンジア
ミン四酢酸及びその塩、コハク酸、並びにこれらの混合物からなる群から選択されるもの
が挙げられる。好ましくは、ＥＤＴＡの遊離酸又はモノ若しくはジ塩形態のいずれかが用
いられる。
【０１１８】
　１種以上のキレート剤を、所望の結果を生むために好適な濃度で、本開示の初期組成物
に使用してもよい。それらは、上記カルボン酸と同様の量で用いることができる。
【０１１９】
　キレート剤（α－又はβ－ヒドロキシ酸以外の）の総濃度の、抗菌成分の総濃度との比
は、好ましくは、質量基準で、１０：１～１：１００、より好ましくは１：１～１：１０
の範囲内である。
【０１２０】
　フェノール化合物賦活剤は、典型的には、以下の一般構造：
【０１２１】
【化７】

【０１２２】
　を有する化合物であり、
　式中、ｍ２は０～３（特に１～３）であり、ｎ５は１～３（特に１～２）であり、各Ｒ
２４は独立して、所望により鎖内若しくは鎖上のＯ（例えばカルボニル基など）又は鎖上
のＯＨによって置換されていてよい、１２個以下の炭素原子（特に８個以下の炭素原子）
を有するアルキル又はアルケニルであり、各Ｒ２５は独立して、Ｈ又は所望により鎖内若
しくは鎖上のＯ（例えばカルボニル基など）又は鎖上のＯＨによって置換されていてよい
、８個以下の炭素原子（特に６個以下の炭素原子）を有するアルキル若しくはアルケニル
であるが、Ｒ２５がＨである場合、ｎ５は好ましくは１又は２である。
【０１２３】
　フェノール賦活剤の例としては、ブチル化ヒドロキシアニソール、例えば、３（２）－
ｔｅｒｔ－ブチル－４－メトキシフェノール（ＢＨＡ）、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－メチルフェノール（ＢＨＴ）、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベ
ンジルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－４－ヘキシルフェノール、２，６－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－オクチルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－デシルフ
ェノール、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフェノール、２，６－ジ－ｔｅｒ
ｔ－４－ブチルフェノール、２，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、３，５－ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェノール、４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－レゾルシノール、メチルパ
ラベン（４－ヒドロキシ安息香酸メチルエステル）、エチルパラベン、プロピルパラベン
、ブチルパラベン、２－フェノキシエタノール、並びにこれらの組み合わせが挙げられる
が、これらに限定されない。フェノール化合物の１種のグループは、Ｒ２５がＨであり、
Ｒ２４が８個以下の炭素原子を有するアルキル又はアルケニルであり、ｎ４が０、１、２
、又は３である上記の一般構造を有するフェノール種であり、特に少なくとも１つのＲ２
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４がブチル、具体的にはｔｅｒｔ－ブチルであり、特にこれらの非毒性メンバーが好まし
い。いくつかのフェノール賦活剤は、ＢＨＡ、ＢＨＴ、メチルパラベン、エチルパラベン
、プロピルパラベン、及びブチルパラベン、並びにこれらの組み合わせ等の共力剤である
。
【０１２４】
　１種以上のフェノール化合物を、所望の結果を生むために好適な濃度で、本開示の初期
組成物に使用してもよい。フェノール化合物の濃度は、広範囲で変動することができるが
、典型的には、組成物の総質量を基準として０．５質量％超であり、これは上記エステル
が上記範囲内で存在するとき、効果的であり得る。一部の実施形態では、それらは、初期
組成物の総質量を基準として少なくとも０．７５質量％、又は少なくとも１．０質量％の
総量で存在する。他の実施形態では、それらは、初期組成物を基準として５質量％以下、
４質量％以下、又は２質量％以下の総量で存在する。
【０１２５】
　市販のＰＬＡ（ポリ（乳酸））には、酸化防止剤が、例えば、約０．２５～０．５０質
量％で存在してもよい。酸化防止剤を脂肪族ポリエステルに添加するとき、酸化防止剤は
、材料内で均一に混合され（またおそらく溶解し）ており、抗菌活性を強化するために表
面上に最小限の量で存在すると考えられる。典型的には、抗菌成分に賦活剤として用いる
とき（例えば、１％超）よりも、酸化防止剤用途で使用されるとき（例えば、０．１％以
下）の方が、フェノール化合物の濃度は著しく低い。フェノール化合物は、組成物の表面
上に存在してもよい。表面上に存在するとき、濃度は、塗布される物品の少なくとも０．
０５質量％、好ましくは少なくとも０．１質量％、より好ましくは少なくとも０．２５質
量％、最も好ましくは少なくとも０．５質量％であってよい。
【０１２６】
　フェノール化合物の総濃度の、抗菌成分の総濃度との質量比は、質量基準で、１：１～
１：１００、好ましくは１：１～１：１０の範囲内であってよい。
【０１２７】
　フェノール化合物の上記濃度は、その後希釈するための濃縮処方を目的とする場合でな
い限り、標準的に見られる。抗菌効果を提供するためのフェノール化合物及び抗菌成分の
最低濃度は、具体的な用途によって変化する。
【０１２８】
　追加の賦活剤は、Ｃ５～Ｃ１０モノヒドロキシアルコール（例えば、オクタノール及び
デカノール）を含む５～１０個の炭素原子を有するモノヒドロキシアルコールである。特
定の実施形態では、本発明の組成物で有用なアルコールは、ｎ－ペンタノール、２ペンタ
ノール、ｎ－ヘキサノール、２メチルペンチルアルコール、ｎ－オクタノール、２－エチ
ルヘキシルアルコール、デカノール及びこれらの混合物の群から選択される。
【０１２９】
　Ｃ５～Ｃ１０アルコールは、初期組成物の総質量を基準として約５質量％以上の総量で
存在してもよい。Ｃ５～Ｃ１０アルコールは、ポリマー及び抗菌成分の組成物を含む物品
の表面上に塗布することができる。表面上に存在するとき、量は、組成物が塗布される物
品の少なくとも０．０５質量％、好ましくは少なくとも０．１質量％、より好ましくは少
なくとも０．２５質量％、最も好ましくは少なくとも０．５質量％であってよい。
【０１３０】
　更なる賦活剤は、エーテルグリコールである。代表的なエーテルグリコールとしては、
次式：
　Ｒ’’’－Ｏ－（ＣＨ２ＣＨＲ’’’’Ｏ）ｎ６（ＣＨ２ＣＨＲ’’’’Ｏ）Ｈ
　のものが挙げられ、
　式中、Ｒ’’’はＨ、（Ｃ１～Ｃ８）アルキル、又は（Ｃ６～Ｃ１２）アラルキル若し
くはアルカリルであり、各Ｒ’’’’は独立してＨ、メチル又はエチルであり、ｎ６＝０
～５、好ましくは１～３である。例としては、２－フェノキシエタノール、ジプロピレン
グリコール、トリエチレングリコール、商品名ＤＯＷＡＮＯＬ　ＤＢ（ジ（エチレングリ
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コール）ブチルエーテル）、ＤＯＷＡＮＯＬ　ＤＰＭ（ジ（プロピレングリコール）モノ
メチルエーテル）及びＤＯＷＡＮＯＬ　ＴＰｎＢ（トリ（プロピレングリコール）モノブ
チルエーテル）として入手可能な製品ライン、並びにＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ　Ｍｉｃｈｉｇａｎから入手可能な多くの他のものが挙げられ
る。
【０１３１】
　１種以上のエーテルグリコールは、初期組成物全体を基準として５質量パーセント以上
の総量で存在してもよい。エーテルグリコールは、本発明の組成物を含む物品の表面上に
存在してもよい。表面上に存在するとき、量は、グリコールが本発明の組成物の一部とし
て塗布される物品の、少なくとも０．０５質量％、好ましくは少なくとも０．１質量％、
より好ましくは少なくとも０．２５質量％、最も好ましくは少なくとも０．５質量％であ
ってよい。
【０１３２】
　賦活剤を放出するオリゴマーは、多くの方法により調製することができる。例えば、オ
リゴマーは、標準的なエステル交換技術により、α－ヒドロキシ酸、β－ヒドロキシ酸又
はこれらの混合物から調製してもよい。典型的には、これらのオリゴマーは、少なくとも
２個のヒドロキシ酸単位、好ましくは少なくとも１０個のヒドロキシ酸単位、最も好まし
くは少なくとも５０個のヒドロキシ酸単位を有する。例えば、乳酸とグリコール酸とのコ
ポリマーは、実施例の部分に示すように調製してもよい。
【０１３３】
　あるいは、（Ｃ２～Ｃ６）ジカルボン酸及びジオールのオリゴマーは、標準的なエステ
ル交換技術により調製してもよい。これらのオリゴマーは、好ましくは少なくとも２個の
ジカルボン酸単位、好ましくは少なくとも１０個のジカルボン酸単位、最も好ましくは少
なくとも５０個のジカルボン酸単位を有する。
【０１３４】
　用いられる賦活剤放出オリゴマーポリエステルは、典型的には、１０，０００ダルトン
未満、好ましくは８，０００ダルトン未満の質量平均分子量を有する。
【０１３５】
　これらのオリゴマーポリエステルは加水分解され得る。加水分解は、酸性又は塩基性環
境、例えばｐＨ５未満又は８超で加速することができる。オリゴマーは、組成物中又は用
いられる環境中に存在する、例えば哺乳類の組織又は環境中の微生物に由来する、酵素に
より酵素的に分解され得る。
【０１３６】
　いくつかの実施形態において、本開示の初期組成物は、１種以上の界面活性剤を含んで
、初期組成物の相溶性を促進し、表面を湿潤することを助け、及び／又は微生物の接触及
び死滅を補助してもよい。本明細書で使用するとき、「界面活性剤」という用語は、水の
表面張力及び／又は水と不混和性液体との間の界面張力を減少させることが可能な両親媒
性物質（共有結合している極性及び無極性領域の両方を有する分子）を意味する。この用
語は、石鹸、洗剤、乳化剤、及び界面活性剤などを含むことを意味する。界面活性剤は、
カチオン性、アニオン性、非イオン性、又は両性であってよい。生分解性が重要である用
途では、生分解性界面活性剤を組み込むことが望ましい場合があり、これは典型的に、加
水分解的に又は酵素的に切断され得るエステル及び／又はアミド基を含む。種々の従来の
界面活性剤を使用してもよいが、特定のエトキシル化界面活性剤は、一部の抗菌脂質成分
の抗菌効果を低下させる又はなくす場合がある。
【０１３７】
　この効果の理由は知られていないが、全てのエトキシル化界面活性剤がこの負の効果を
示す訳ではない。例えば、ポロキサマー（ポリエチレンオキシド／ポリプロピレンオキシ
ド）界面活性剤は、抗菌脂質成分と適合性があることが示されているが、ＩＣＩ　Ａｍｅ
ｒｉｃａｓ，Ｉｎｃ．により商品名ＴＷＥＥＮとして販売されているもののようなエトキ
シル化ソルビタン脂肪酸エステルは適合性ではない。これらは大まかな一般化であり、活
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性は配合に依存する可能性があることに留意すべきである。当業者は、配合を作製して、
本明細書の実施例に記載するように、抗菌活性を試験することにより、界面活性剤の適合
性を決定することができる。様々な界面活性剤の組み合わせを使用することができる。
【０１３８】
　特定の抗菌成分は両親媒性物質であり、界面活性であり得る。例えば、本明細書で記載
する特定の抗菌アルキルモノグリセリドは界面活性である。本発明の特定の実施形態の場
合、抗菌脂質成分は界面活性剤成分とは異なると考えられる。
【０１３９】
　少なくとも４又は少なくとも８のＨＬＢ（即ち、親水性と親油性のバランス）を有する
界面活性剤が好ましい。より好ましい界面活性剤は、少なくとも１２のＨＬＢを有する。
最も好ましい界面活性剤は、少なくとも１５のＨＬＢを有する。
【０１４０】
　界面活性剤の様々なクラスの例を、以下に記載する。特定の好ましい実施形態では、本
開示の初期組成物で有用な界面活性剤は、スルホネート、サルフェート、ホスホネート、
ホスフェート、ポロキサマー（ポリエチレンオキシド／ポリプロピレンオキシドブロック
コポリマー）、アルキルラクテート、アルキルカルボキシレート、アラルキルカルボキシ
レート、アルキルエトキシル化カルボキシレート、アラルキルエトキシル化カルボキシレ
ート、カチオン性界面活性剤、及びこれらの混合物からなる群から選択される。特定のよ
り好ましい実施形態では、本開示の初期組成物で有用な界面活性剤は、スルホネート、サ
ルフェート、ホスフェート、及びこれらの混合物からなる群から選択される。１種の態様
では、界面活性剤は、（Ｃ８～Ｃ２２）アルキルサルフェート塩（例えば、ナトリウム塩
）、ジ（Ｃ８～Ｃ１３アルキル）スルホスクシネート塩、Ｃ８～Ｃ２２アルキルサルコシ
ネート及びこれらの組み合わせから選択される。
【０１４１】
　１種以上の界面活性剤を、所望の結果を生むために好適な濃度で、本開示の初期組成物
中及び／又は上に使用してもよい。いくつかの実施形態では、組成物中で使用するとき、
それらは、初期組成物の総質量を基準として少なくとも０．１質量％、少なくとも０．５
質量％、又は少なくとも１．０質量％の総量で存在する。他の実施形態では、それらは、
初期組成物の総質量を基準として１０質量％以下、７．５質量％以下、６質量％以下、又
は４質量％以下の総量で存在する。界面活性剤の総濃度の、抗菌成分の総濃度との比は、
質量基準で５：１～１：１００、３：１～１：１０、又は２：１～１：３の範囲内であっ
てよい。界面活性剤は、初期組成物を含む物品の表面上に存在してもよい。表面上に存在
するとき、量は、界面活性剤が塗布される微多孔性物品の０．０５質量％、好ましくは０
．１質量％、より好ましくは０．２５質量％、最も好ましくは０．５質量％であってよい
。
【０１４２】
　代表的なカチオン性界面活性剤としては、所望によりポリオキシアルキレン化された第
一級、第二級又は第三級脂肪族アミンの塩；テトラアルキルアンモニウム、アルキルアミ
ドアルキルトリアルキルアンモニウム、トリアルキルベンジルアンモニウム、トリアルキ
ルヒドロキシアルキルアンモニウム、又はアルキルピリジニウムハロゲン化物（塩化物又
は臭化物）のような第四級アンモニウム塩、並びに、メトサルフェート及びエトサルフェ
ートなどだがこれらに限定されないアルキルサルフェートなどだがこれらに限定されない
他のアニオン性対イオン；イミダゾリン誘導体；カチオン性のアミンオキシド（例えば、
酸性ｐＨで）が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１４３】
　カチオン性界面活性剤は、テトラアルキルアンモニウム、トリアルキルベンジルアンモ
ニウム及びアルキルピリジニウムハロゲン化物、並びに、メトサルフェート及びエトサル
フェートなどだがこれらに限定されないＣ１～Ｃ４アルキルサルフェートなどだがこれら
に限定されない他のアニオン性対イオン、並びにこれらの混合物からなる群から選択する
ことができる。
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【０１４４】
　次式：
　（Ｒ２６）３－Ｎ→Ｏ
　の、アルキル及びアルキルアミドアルキルジアルキルアミンオキシドを含む、アミンオ
キシド界面活性剤を用いることができ、
　式中、Ｒ２６は（Ｃ１～Ｃ３０）アルキル基（好ましくは（Ｃ１～Ｃ１４）アルキル基
）又は（Ｃ６～Ｃ１８）アラルキル（aralklyl）若しくはアルカリル基であって、これら
の基のいずれかは、所望により、アミド、エステル及びヒドロキシなどのようなＮ－、Ｏ
－又はＳ－を含有する基によって、鎖内又は鎖上が置換されていてよい。各Ｒ２６は、同
一であっても異なってもよいが、ただし少なくとも１つのＲ２６が少なくとも８個の炭素
を含む。所望により、Ｒ２６基は、結合して、窒素を有する複素環を形成し、アルキルモ
ルホリン及びアルキルピペラジンなどのアミンオキシドのような界面活性剤を形成する。
このような界面活性剤の１種では、２個のＲ２６基は、メチルであり、１つのＲ２６基は
（Ｃ１２～Ｃ１６）アルキル又はアルキルアミドプロピル基である。アミンオキシド界面
活性剤の例としては、ラウリルジメチルアミンオキシド、ラウリルアミドプロピルジメチ
ルアミンオキシド及びセチルアミンオキシドである、商品名ＡＭＭＯＮＹＸ　ＬＯ、ＬＭ
ＤＯ、及びＣＯとして市販されているものが挙げられ、これらは全てＳｔｅｐａｎ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ（Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＩｌｌｉｎｏｉｓ）製である。
【０１４５】
　代表的なアニオン性界面活性剤としては、サルコシネート、グルタメート、アルキルサ
ルフェート、ナトリウム又はカリウムアルキレス（alkyleth）サルフェート、アンモニウ
ムアルキレスサルフェート、アンモニウムラウレス－ｎ－サルフェート、ラウレス－ｎ－
サルフェート、イセチオネート、グリセリルエーテルスルホネート、スルホスクシネート
、アルキルグリセリルエーテルスルホネート、アルキルホスフェート、アラルキルホスフ
ェート、アルキルホスホネート及びアラルキルホスホネートが挙げられるが、これらに限
定されない。これらのアニオン性界面活性剤は、金属又は有機アンモニウム対イオンを有
し得る。特定の有用なアニオン性界面活性剤は、アルキルサルフェート、アルキルエーテ
ルサルフェート、アルキルスルホネート、アルキルエーテルスルホネート、アルキルベン
ゼンスルホネート、アルキルベンゼンエーテルサルフェート、アルキルスルホアセテート
、第二級アルカンスルホネート、及び第二級アルカンスルホネート、第二級アルキルサル
フェートなどのようなスルホネート及びサルフェートからなる群から選択される。これら
の多くは、次式：
　Ｒ２６－（ＯＣＨ２ＣＨ２）ｎ７（ＯＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２）ｐ２－（Ｐｈ）ａ－（Ｏ
ＣＨ２ＣＨ２）ｍ３－（Ｏ）ｂ－ＳＯ３

－Ｍ＋

　及び
　Ｒ２６－ＣＨ［ＳＯ３－Ｍ＋］－Ｒ２７

　により表すことができ、
　式中、ａ及びｂ＝０又は１であり、ｎ７、ｐ２、及びｍ３＝０～１００（好ましくは０
～２０）であり、Ｒ２６は上記定義の通りであるが、ただしＲ２６又はＲ２７の少なくと
も１つは、少なくともＣ８であり、Ｒ２７はＣ１～Ｃ１２アルキル基（飽和直鎖、分岐鎖
又は環状基）であり、所望により、Ｎ、Ｏ若しくはＳ原子又はヒドロキシル、カルボキシ
ル、アミド若しくはアミン基によって置換されていてよく、Ｐｈ＝フェニルであり、Ｍは
、Ｈ、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉ、アンモニウム又は、トリエタノールアミン若しくは第四級アンモ
ニウム基などのプロトン化第三級アミンのようなカチオン性対イオンである。
【０１４６】
　上記式中、エチレンオキシド基（即ち、「ｎ６」及び「ｍ３」基）及びプロピレンオキ
シド基（即ち、「ｐ２」基）は、逆の順番並びに無作為、順次又はブロック配列で生じる
場合がある。Ｒ２６は、Ｒ２８－Ｃ（Ｏ）Ｎ（ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２－、並びに－ＯＣ（
Ｏ）－ＣＨ２－のようなエステル基（式中、Ｒ２８は、（Ｃ８～Ｃ２２）アルキル基（分
岐鎖、直鎖、又は環状基）である）のようなアルキルアミド基であってよい。例としては
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、Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＬから入手可能なＰＯＬＹ
ＳＴＥＰ　Ｂ１２（ｎ＝３～４であり、Ｍ＝ナトリウムである）及びＢ２２（ｎ＝１２で
あり、Ｍ＝アンモニウムである）、並びに、メチルタウリン酸ナトリウム（Ｎｉｋｋｏ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏ．，Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎから商品名ＮＩＫＫＯＬ　ＣＭＴ
３０として入手可能）などのラウリルエーテルサルフェートのようなアルキルエーテルス
ルホネート；Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．，Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣから入手可能な
ナトリウム（Ｃ１４～Ｃ１７）第二級アルカンスルホネート（α－オレフィンスルホネー
ト）であるＨｏｓｔａｐｕｒ　ＳＡＳのような第二級アルカンスルホネート；Ｓｔｅｐａ
ｎ　Ｃｏｍｐａｎｙから商品名ＡＬＰＨＡＳＴＥＰ　ＰＣ－４８として入手可能なメチル
－２－スルホ（Ｃ１２～Ｃ１６）エステルナトリウム及び２－スルホ（Ｃ１２～Ｃ１６）
脂肪酸二ナトリウムのようなメチル－２－スルホアルキルエステル；両方ともＳｔｅｐａ
ｎ　Ｃｏｍｐａｎｙから、ラウリルスルホ酢酸ナトリウム（商品名ＬＡＮＴＨＡＮＯＬ　
ＬＡＬ）及びラウレススルホコハク酸二ナトリウム（ＳＴＥＰＡＮＭＩＬＤ　ＳＬ３）と
して入手可能なアルキルスルホアセテート及びアルキルスルホスクシネート；Ｓｔｅｐａ
ｎ　ＣｏｍｐａｎｙからＳＴＥＰＡＮＯＬ　ＡＭとして市販されているラウリル硫酸アン
モニウムのようなアルキルサルフェート；Ｃｙｔｅｃ　ＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓからＡｅｒ
ｏｓｏｌ　ＯＴとして入手可能なジオクチルスルホコハク酸ナトリウムのようなジアルキ
ルスルホスクシネートが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１４７】
　好適なアニオン性界面活性剤としてはまた、アルキルホスフェート、アルキルエーテル
ホスフェート、アラルキルホスフェート及びアラルキルエーテルホスフェートのようなホ
スフェートが挙げられる。多くは、次式：
　［Ｒ２６－（Ｐｈ）ａ－Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎ６（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ）ｐ２］

ｑ２－Ｐ（Ｏ）［Ｏ－Ｍ＋］ｒ

　により表すことができ、
　式中、Ｐｈ、Ｒ２６、ａ、ｎ６、ｐ２、及びＭは、上記に定義され、ｒは０～２であり
、ｑ２＝１～３であるが、ただし、ｑ２＝１のとき、ｒ＝２であり、ｑ２＝２のとき、ｒ
＝１であり、ｑ２＝３のとき、ｒ＝０である。上記のように、エチレンオキシド基（即ち
、「ｎ６」基）及びプロピレンオキシド基（即ち、「ｐ２」基）は、逆の順番並びに無作
為、順次、又はブロック配列で生じる場合がある。例としては、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏ
ｒｐ．から商品名ＨＯＳＴＡＰＨＡＴ　３４０ＫＬとして市販されている、一般にトリラ
ウレス－４－ホスフェートと呼ばれるモノ－、ジ－及びトリ－（アルキルテトラグリコー
ルエーテル）－ｏ－リン酸エステルの混合物、並びに、Ｃｒｏｄａ　Ｉｎｃ．，Ｐａｒｓ
ｉｐａｎｎｙ，ＮＪから商品名ＣＲＯＤＡＰＨＯＳ　ＳＧとして入手可能なＰＰＧ－５セ
テス１０ホスフェート、並びにこれらの混合物が挙げられる。
【０１４８】
　両性界面活性剤としては、第三級アミン基を有する界面活性剤が挙げられ、これはプロ
トン化並びに第四級アミン含有双極性界面活性剤であってよい。例として
　アンモニウムカルボキシレートアンフォテリクス（Ammonium Carboxylate Amphoterics
）が挙げられる。このクラスの界面活性剤は、以下の式：
　Ｒ２９－（Ｃ（Ｏ）－ＮＨ）ａ－Ｒ３０－Ｎ＋（Ｒ３１）２－Ｒ３２－ＣＯＯ－

　により表すことができ、
　式中、ａ＝０又は１であり、Ｒ２９は、（Ｃ１～Ｃ２１）アルキル基（飽和又は不飽和
直鎖、分岐鎖又は環状基）、（Ｃ６～Ｃ２２）アリール基又は（Ｃ６～Ｃ２２）アラルキ
ル若しくはアルカリル基（飽和直鎖、分岐鎖又は環状基）であって、Ｒ２９は、所望によ
り、１つ以上のＮ、Ｏ若しくはＳ原子又は１つ以上のヒドロキシル、カルボキシル、アミ
ド若しくはアミン基によって置換されていてよく、Ｒ３１は、Ｈ又は（Ｃ１～Ｃ８）アル
キル基（飽和若しくは不飽和直鎖、分岐鎖又は環状基）であって、Ｒ３１は、所望により
、１つ以上のＮ、Ｏ若しくはＳ原子又は１つ以上のヒドロキシル、カルボキシル、アミン
基、（Ｃ６～Ｃ９）アリール基又は（Ｃ６～Ｃ９）アラルキル若しくはアルカリル基によ
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って置換されていてよく、Ｒ３０及びＲ３２は、それぞれ独立して、同一であっても異な
ってもよい（Ｃ１～Ｃ１０）アルキレン基であって、所望により、１つ以上のＮ、Ｏ若し
くはＳ原子又は１つ以上のヒドロキシル若しくはアミン基によって置換されていてよい。
【０１４９】
　上記式中、Ｒ２９は、（Ｃ１～Ｃ１８）アルキル基であってよく、Ｒ３１は、メチル、
ベンジル基又はメチル基によって置換されている可能性のある（Ｃ１～Ｃ２）アルキル基
であってよい。Ｒ３１は、Ｈであり、より高いｐＨ値で、界面活性剤は、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉ
又は第四級アミン基のようなカチオン性対イオンを有する第三級アミンとして存在するこ
とができる。
【０１５０】
　このような両性界面活性剤の例としては、ココベタイン及びコカミドプロピルベタイン
のような特定のベタイン（ＭｃＩｎｔｙｒｅ　Ｇｒｏｕｐ　Ｌｔｄ．，Ｕｎｉｖｅｒｓｉ
ｔｙ　Ｐａｒｋ，ＩＬから商品名ＭＡＣＫＡＭ　ＣＢ－３５及びＭＡＣＫＡＭ　Ｌとして
市販されている）；ラウロアンホ酢酸ナトリウムのようなモノアセテート；ラウロアンホ
酢酸二ナトリウムのようなジアセテート；ラウルアミノプロピオン酸のようなアミノ－及
びアルキルアミノ－プロピオネート（ＭｃＩｎｔｙｒｅ　Ｇｒｏｕｐ　Ｌｔｄ．から、そ
れぞれ、商品名ＭＡＣＫＡＭ　１Ｌ，ＭＡＣＫＡＭ　２Ｌ及びＭＡＣＫＡＭ　１５１Ｌと
して市販されている）が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１５１】
　アンモニウムスルホネートアンフォテリクス。このクラスの両性界面活性剤は、「スル
タイン」又は「スルホベタイン」と呼ばれ、以下の式：
　Ｒ２９－（Ｃ（Ｏ）－ＮＨ）ａ－Ｒ３０－Ｎ＋（Ｒ３１）２－Ｒ３２－ＳＯ３

－

　により表すことができ、
　式中、Ｒ２９－Ｒ３２及び「ａ」は、上記定義の通りである。例としては、コカミドプ
ロピルヒドロキシスルタイン（ＭｃＩｎｔｙｒｅ　Ｇｒｏｕｐ　Ｌｔｄ．からＭＡＣＫＡ
Ｍ　５０－ＳＢとして市販されている）が挙げられる。スルホアンフォテリクス（sulfoa
mphoterics）は、スルホネート基が非常に低いｐＨ値でもイオン化されたままであるため
、カルボキシレートアンフォテリクスよりも好ましい場合がある。
【０１５２】
　Ｎ－アシルアミドカルボキシレート界面活性剤は、以下の式：
　Ｒ３３－Ｃ（Ｏ）－ＮＲ３４ＣＨ２－ＣＯＯＭ
　により表すことができ、
　式中、Ｒ３３は（Ｃ７～Ｃ２１）アルキル基（飽和若しくは不飽和直鎖、分岐鎖又は環
状基）、（Ｃ６～Ｃ２２）アリール基又は（Ｃ６～Ｃ２２）アラルキル若しくはアルカリ
ル基（飽和直鎖、分岐鎖又は環状基）であり、Ｒ３３は、所望により、１つ以上のＮ、Ｏ
若しくはＳ原子、又は１つ以上のヒドロキシル、カルボキシル、アミド若しくはアミン基
によって置換されていてよく、Ｒ３４はＨ又は（Ｃ１～Ｃ３アルキル基（飽和直鎖又は分
岐鎖基）である。Ｍは上記定義の通りである。例としては、ラウロイルサルコシン、ミリ
ストイルサルコシン、オレイルサルコシン、ラウロイルグリシン、及びＮ－メチル－Ｎ－
（１－オキソドデシル）グリシンなどが挙げられる。Ｎ－アシルサルコシネートは、Ｃｒ
ｏｄａ　Ｉｎｃ．Ｅｄｉｓｏｎ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙから入手可能である。界面活性剤
のこのクラスは、特にアルカリｐＨで容易に分解するため、生分解性用途に特に適してい
る。
【０１５３】
　非イオン性界面活性剤としてはアルキルグルコシド、アルキルポリグルコシド、ポリヒ
ドロキシ脂肪酸アミド、スクロースエステル、脂肪酸と多価アルコールとのエステル、脂
肪酸アルカノールアミド、エトキシル化脂肪酸、エトキシル化脂肪族の酸、エトキシル化
脂肪族アルコール（例えば、両方ともＳｉｇｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，
Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯから、商標名ＴＲＩＴＯＮ　Ｘ－１００で入手可能なオクチルフ
ェノキシポリエトキシエタノール及び商標名ＮＯＮＩＤＥＴ　Ｐ－４０で入手可能なノニ
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ルフェノキシポリ（エチレンオキシ）エタノール）、エトキシル化及び／又はプロポキシ
ル化脂肪族アルコール（ＩＣＩ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥからＢＲＩＪで入手可能）
、エトキシル化グリセリド、エトキシル化／プロポキシル化ブロックコポリマー、例えば
、プルロニック及びＴＥＴＲＯＮＩＣ界面活性剤（ＢＡＳＦ）、エトキシル化環状エーテ
ル付加物、エトキシル化アミド及びイミダゾリン付加物、エトキシル化アミン付加物、エ
トキシル化メルカプタン付加物、アルキルフェノールによるエトキシル化濃縮物、エトキ
シル化窒素系疎水性物質、エトキシル化ポリオキシプロピレン、ポリマー性シリコーン、
フッ素化界面活性剤（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａ製の
ＦＬＵＯＲＡＤ－ＦＳ　３００、及びＤｕｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　Ｃｏｍｐａ
ｎｙ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤｅｌａｗａｒｅからのＺＯＮＹＬ、重合性（反応性）界
面活性剤（例えば、商標名ＭＡＺＯＮで入手可能であるＳＡＭ　２１１（アルキレンポリ
アルコキシサルフェート）界面活性剤が挙げられるが、これらに限定されない。本発明の
組成物に有用な界面活性剤は、ＢＡＳＦからのプルロニック、ソルビタン脂肪酸エステル
、及びそれらの混合物からなる群より選択される。
【０１５４】
　また、初期組成物は更に有機及び無機充填剤を含んでもよい。移植可能な用途の場合、
生分解性、吸収性又は生体内分解性無機充填剤が特に魅力的である場合がある。これらの
物質は、ポリマー組成物の分解速度の制御を補助することができる。例えば、多くのカル
シウム塩及びリン酸塩が好適であり得る。代表的な生体適合性、吸収性充填剤としては、
炭酸カルシウム、硫酸カルシウム、リン酸カルシウム、リン酸カルシウムナトリウム、リ
ン酸カルシウムカリウム、リン酸四カルシウム、α－リン酸三カルシウム、β－リン酸三
カルシウム、リン酸カルシウムアパタイト、リン酸八カルシウム、リン酸二カルシウム、
炭酸カルシウム、酸化カルシウム、水酸化カルシウム、硫酸カルシウム二水和物、硫酸カ
ルシウム半水和物、フッ化カルシウム、クエン酸カルシウム、酸化マグネシウム、及び水
酸化マグネシウムが挙げられる。特に好適な充填剤は、リン酸三カルシウム（ヒドロキシ
アパタイト）である。
【０１５５】
　初期組成物を混合及び加熱して、溶融ブレンド組成物を形成する。初期組成物を、少な
くとも半結晶性ポリ乳酸材料の融点まで加熱する。いくつかの実施形態において、初期組
成物は、抗菌成分及び賦活剤を更に含む。半結晶性ポリ乳酸材料の融点は、通常、選択さ
れる半結晶性ポリ乳酸材料に応じて、１３０℃～１８０℃の範囲内にある。溶融ブレンド
組成物中の核剤は、単一液相に溶解される又は均一に分散されてもよい。
【０１５６】
　溶融ブレンド組成物の形成のための、多様な溶融加工機器及び技術が、当技術分野にて
公知である。半結晶性ポリ乳酸材料は、ホッパー内に導入され、溶融加工機器内に供給さ
れてもよい。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤及び核剤は、半結晶性ポリ乳酸材料と同
一の又は異なる機器上の位置にて、様々な添加手段により、溶融加工機器に添加されても
よい。初期組成物の個々の成分（即ち、半結晶性ポリ乳酸材料、非ポリマー性脂肪族エス
テル希釈剤及び核剤）は、溶融加工機器に導入され、溶融ブレンド組成物を形成するのに
十分な時間中、加熱及び混合されてもよい。材料は、少なくとも半結晶性ポリ乳酸材料の
融点に加熱されて、単一液相を形成し得る。単一液相が調製されたら、単一液相を冷却し
て、２つの連続層を有する組成物を形成してもよい。溶融加工機器のいくつかの例には、
押出機（一軸及び二軸スクリュー）、配合機（compounder）、及びバンバリーミキサーが
挙げられるが、これらに限定されない。このような機器及び技術は、例えば、米国特許第
３，５６５，９８５号（Ｓｃｈｒｅｎｋ　ｅｔ　ａｌ．）、同第５，４２７，８４２号（
Ｂｌａｎｄ　ｅｔ．ａｌ．）、同第５，５８９，１２２号、同第５，５９９，６０２号（
Ｌｅｏｎａｒｄ）、及び同第５，６６０，９２２号（Ｈｅｎｉｄｇｅ　ｅｔ　ａｌ．）に
開示されている。
【０１５７】
　いくつかの実施形態において、初期組成物の成分は、抗菌成分及び賦活剤を更に含み、
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これらは押出機内で混合され、押出機を介して搬送されて、好ましくは溶融物中でポリマ
ー分解又は副反応を有さずに、測定可能な抗菌活性を有するポリマー組成物を得ることが
できる。加工温度は、半結晶性ポリ乳酸材料と抗菌成分を混合し、フィルムとして組成物
を押出成形するのを可能にするのに十分である。可能性のある分解反応としては、エステ
ル交換、加水分解、鎖の切断及びラジカル鎖分解が挙げられ、加工条件はこのような反応
を最低限に抑えるべきである。
【０１５８】
　溶融ブレンド組成物は、溶融加工機器内で、少なくとも半結晶性ポリ乳酸材料の融点ま
で加熱される。半結晶性ポリ乳酸材料の融点は、通常、１３０℃～１８０℃の範囲内にあ
る。溶融ブレンド組成物の加工温度は、少なくとも１３０℃、少なくとも１５０℃、又は
少なくとも１６０℃であってもよい。溶融ブレンド組成物の加工温度は、２５０℃まで、
２４０℃まで、又は２２０℃までであってもよい。溶融ブレンド組成物の加工温度は、多
くの場合、１３０℃～２５０℃の範囲内、１５０℃～２４０℃の範囲内、又は１７０℃～
２２０℃の範囲内にある。溶融ブレンド組成物は、混合及び加熱されて、核剤が内部に分
散される又は溶解される単一液相を形成することができる。
【０１５９】
　溶融ブレンド組成物は、溶融加工機器を出ると同時に、物品に形成されてもよい。例え
ば、溶融ブレンド組成物が上述した溶融加工機器を出るときに、フィルムが形成されても
よい。物品はまた、フィルム、チューブ、フィラメントの形態、及び他の形状の形態を有
してもよい。
【０１６０】
　溶融ブレンド組成物の冷却中、熱が単一液相から除去されるにつれ、ポリ乳酸材料は結
晶化を開始する。ポリ乳酸材料が結晶化して半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスを形成す
るにつれ、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤はポリ乳酸材料からの分離を開始する。第
一の相は半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスを含み、第二の相は非ポリマー性脂肪族エス
テル希釈剤を含む。溶融ブレンド組成物は、固－液相分離機構、液－液相分離機構、又は
固－液及び液－液相分離機構の組み合わせにより相分離してもよい。ポリ乳酸材料が溶融
ブレンド組成物の冷却中に結晶化するにつれ、ポリ乳酸材料のドメインが、ドメイン間の
連続ゾーンと共に形成される。半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスは、一般に少なくとも
部分的に非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤により包囲されており、又はこの希釈剤でコ
ーティングされている。組成物中で、１種のドメインから次の隣接するポリ乳酸材料ドメ
インへのポリ乳酸材料の連続体が存在するため、半結晶性ポリ乳酸ドメイン間に接触領域
が存在する。組成物は固体であってもよく、概ね透明である。溶融ブレンド組成物中での
ポリ乳酸材料の結晶化温度は、通常、３０℃～１４０℃の範囲内にある。
【０１６１】
　核剤は、溶融ブレンド組成物の形成中に溶融し得る。溶融ブレンド組成物の冷却中、核
剤はポリ乳酸材料の結晶化温度を超える温度で結晶化し得る。再結晶化した核剤は、ポリ
乳酸材料の結晶化のための異物として作用し得る。
【０１６２】
　２つの連続相を有する組成物のための溶融ブレンド組成物の冷却は、この組成物が溶融
加工機器を出ると同時に行われてもよい。更なる冷却は、溶融ブレンド組成物を、例えば
パターン付きドラム又はチルドロール等の冷却した表面上にキャスティングすることによ
り行われてもよい。一実施形態において、冷却は、パターン付きドラムホイールの使用を
介して行われてもよい。溶融ブレンド組成物の冷却温度は、少なくとも２０℃、少なくと
も３０℃、少なくとも４０℃、又は少なくとも５０℃であってもよい。キャストした溶融
ブレンド組成物の冷却温度は、１２０℃まで、１１０℃まで、１００℃まで、又は９５℃
までであってもよい。キャストした溶融ブレンド組成物の冷却温度は、２０℃～１２０℃
、３０℃～１１０℃、４０℃～１００℃の範囲内、又は５０℃～９５℃の範囲内に設定さ
れてもよい。溶融ブレンド組成物の冷却が行われるにつれ、非ポリマー性脂肪族エステル
希釈剤と半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスとの間で相分離が開始し得る。組成物が形成
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される。
【０１６３】
　溶融ブレンド組成物中のポリ乳酸材料等のポリマー材料が結晶化する程度は、熱力学及
び動力学要因の結果である。ポリマー材料が結晶化する程度は、更に、そのポリマー構造
が結晶状態に充填される助けとなるか否か、及びポリマー鎖の二次的な力の大きさに依存
する。結晶化は、ポリマー鎖を整然とした形態に自発的に配置するプロセスを含む。充填
は、ある程度の構造的規則性、緻密性、合理性及びある程度の可撓性を有するポリマー鎖
において促進される。より強力な二次的な力が、ポリマー鎖の秩序化及び結晶化の陰で駆
動力に寄与する。
【０１６４】
　図１に、延伸前の実施例５の半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスを有する微多孔性物品
を示す。図１では、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一部が除去されてお
り、半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスのドメインが観察される。形成された半結晶性ポ
リ乳酸材料マトリックスは、隣接するドメインとの間に最小限の分離を有する半結晶性ポ
リ乳酸材料ドメインを示す。
【０１６５】
　２つの連続相を有する組成物から、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一
部の除去により、相互接続した孔の網状組織は形成されてもよい。いくつかの実施形態に
おいて、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、場合により組成物から除去されてもよい
。除去は乾燥及び洗浄等の、公知の技術により達成されてもよい。一般に、微多孔性物品
は、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の部分的な除去後は、不透明又は半透明である。
【０１６６】
　相互接続した微小孔の網状組織はまた、組成物の延伸により、又は延伸と、組成物から
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一部の少なくとも部分的な除去の組み合
わせにより、形成されてもよい。場合により、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、組
成物から除去することができる。洗浄により除去されない非ポリマー性脂肪族エステル希
釈剤は、微多孔性物品の表面にコーティングされている、又はこの表面を少なくとも部分
的に包囲している状態で残留する。組成物の配向又は延伸の後に、半結晶性ポリ乳酸材料
ドメインは引き離され、半結晶性ポリ乳酸材料が連続ゾーン内にて永久に細化されて、半
結晶性ポリ乳酸材料ドメインを相互接続するフィブリルを形成する。コーティングされて
いる半結晶性ポリ乳酸材料ドメイン間に微小な間隙が形成され、相互接続した微小孔の網
状組織を形成してもよく、微多孔性物品は概ね不透明又は半透明である。
【０１６７】
　相互接続した微小孔の網状組織は、少なくとも一方向での組成物の延伸により形成する
ことができる。一実施形態において、組成物は、２方向での延伸により形成することがで
きる。組成物の延伸は、組成物を長さ配向装置（length orienter）、幅出し機（即ち、
ウェブ下方、ウェブ横方向、又は両方に配向）により引っ張り、又は他の公知の延伸方法
により達成され得る。組成物が２方向以上に引っ張られる場合、延伸の程度は各方向で同
一でも又は異なっていてもよい。微多孔性物品の相互接続した微小孔の網状組織を形成す
るための組成物の延伸は、組成物の未延伸領域の１０パーセント～５００パーセントの範
囲内であってもよい。
【０１６８】
　図２は、実施例１０で形成された組成物の延伸後の微多孔性物品を示す。図２の微多孔
性物品は、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一部を含み、延伸されており
、半結晶性ポリ乳酸材料ドメインの存在が示されている。半結晶性ポリ乳酸材料ドメイン
は、部分的に互いに分離して、相互接続した微小孔の網状組織を提供する。半結晶性ポリ
乳酸材料ドメインは、フィブリルにより互いに接続し、このフィブリルは各半結晶性ポリ
乳酸材料ドメインから隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインに放射している。半結晶性
ポリ乳酸材料ドメインは、概ね球粒（即ち、球状）であり、又は球粒であってもよく、又
は球粒の塊であってもよい。隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメイン間に接触領域が存在
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し、この領域には、そのような連続ゾーン内に、１種の半結晶性ポリ乳酸材料ドメインか
ら次の隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインへのポリマー連続体が存在する。半結晶性
ポリ乳酸材料ドメインは、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤で少なくとも部分的にコー
ティングされていてもよく、又は場合により非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、半結
晶性ポリ乳酸材料ドメインから除去されてもよい。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は
、一般に、半結晶性ポリ乳酸材料ドメイン間の空間の少なくとも一部を占有する。
【０１６９】
　いくつかの実施形態において、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は、組成物から場合
により除去され、又は少なくとも部分的に除去されて微多孔性物品が形成される。半結晶
性ポリ乳酸材料ドメインは、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤によりコーティングされ
なくてもよく、又は少なくとも部分的にコーティングされてもよい。
【０１７０】
　いくつかの実施形態において、微多孔性物品の伸長は核剤により増大される。核剤は、
核剤を有さない微多孔性物品とは対称的に、より大きな弾性を有する半結晶性ポリ乳酸ド
メインを提供し得る。
【０１７１】
　一態様において、２つの連続相を有する組成物が記載される。微多孔性物品は、第一の
相及び第二の相を含む。第一の相は、４０～８０質量パーセントの半結晶性ポリ乳酸材料
と、０．０１～１０質量パーセントの核剤とを有する半結晶性ポリ乳酸材料及び核剤のそ
れぞれの質量パーセントは、組成物の総質量を基準とする。第二の相は、組成物の総質量
を基準として２０～６０質量パーセントの非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む。第
一の相は、組成物中で少なくとも部分的に第二の相により包囲されている。
【０１７２】
　別の態様において、微多孔性物品は、半結晶性ポリ乳酸材料、核剤、及び場合により非
ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む。微多孔性物品は、相互接続した微小孔の網状組
織を有する。微多孔性物品は、多数の離間した球粒半結晶性ポリ乳酸材料ドメインにより
特徴付けられる。隣接するドメインは、ポリ乳酸材料を含む複数のフィブリルにより互い
に接続されている。
【０１７３】
　本開示の微多孔性物品は、農業、医療衛生、濾過、バリア、工業、使い捨て及び介護用
途に有用性を有し得る。特に、生分解性材料を他の材料と組み合わせて、強度、可撓性、
伸張性、分解性、及び他の関連した特性を向上させてもよい。微多孔性物品の用途のいく
つかの例には、おむつ、婦人衛生製品、失禁製品、雨着、手術用ガウン、景観フィルム、
油除去フィルム（例えば、顔面用途）、電池セパレータシート、及び住宅用防水シート（
house wrap sheet）が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１７４】
　抗菌成分及び賦活剤を有する初期組成物から形成された抗菌微多孔性物品は、ポリマー
樹脂からのポリマーシートのような製品の製造に関して公知の方法で製造することができ
る。多くの用途では、このような微多孔性物品は、２時間浸漬して乾燥させた後、物理的
一体性（例えば、引っ張り強度）が実質的に低下することなく、２３℃で水中に定置する
ことができる。典型的には、これらの物品は、水を少ししか含まない、又は全く水を含ま
ない。押出成形、射出成形又は溶媒流延後、微多孔性物品中の水分含量は、典型的には、
１０質量％未満、好ましくは５質量％未満、より好ましくは１質量％未満、最も好ましく
は０．２質量％未満である。高分子シートは、初期組成物から押出成形プロセスにより形
成することができ、食品包装のような用途で有用な抗菌高分子シート（微多孔性物品）が
得られる。抗菌微多孔性物品の例としては、シート、フィルター膜、及び電解質セル膜を
挙げることができる。本発明の組成物から作製され得る他の物品としては、手術用ドレー
プ、手技用ドレープ、プラスチック特殊ドレープ、切開用ドレープ、バリアドレープ、バ
リアガウン、及びＳＭＳガウンなどといった医療用ドレープ及びガウン、創傷包帯、創傷
吸収体、創傷接触層、手術中に血液及び体液を吸収するのに使用する手術用スポンジ、手
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術用移植材料、血管カテーテル、尿カテーテル、気管内チューブ、シャント、創傷ドレイ
ン、及び他の医療用装置を挙げることができる。初期組成物から作製される物品は、溶媒
、熱、又は超音波で一緒に溶接され、並びに他の適合性物品に溶接される。初期組成物は
、他の物質と併用して、鞘／芯物質、積層体、２種以上の物質の化合物構造、又は種々の
医療用装置上へのコーティングに有用な構造を形成することができる。本開示の初期組成
物は、外科用スポンジの製作に有用であり得る。
【０１７５】
　初期組成物は、その特性を独自に組み合わせることにより、手術用ドレープ及びガウン
で使用するのに特に好適である。例えば、初期組成物のポリ乳酸材料／抗菌成分は、本明
細書に記載したように、並外れた抗菌活性を有する。初期組成物を含む不織布ウェブ及び
シートは、良好な引っ張り強度を有し、熱融着して、特殊なドレープの製作を可能にする
強力な接着を形成することができ、使い捨て製品で重要であり得る、再生可能資源から作
製することができ、不織布の場合湿潤性及び流体吸収性を可能にする高表面エネルギーを
有することができる（米国特許第５，２６８，７３３号に記載の半角技術及びＴａｎｔｅ
ｃ　Ｃｏｎｔａｃｔ　Ａｎｇｌｅ　Ｍｅｔｅｒ，Ｍｏｄｅｌ　ＣＡＭ－ｍｉｃｒｏ，Ｓｃ
ｈａｕｍｂｅｒｇ，ＩＬを用いて、平坦フィルム上で測定したとき、蒸留水との接触角が
多くの場合５０°未満、好ましくは３０°未満、最も好ましくは２０°未満である）。フ
ィルム以外の物質の接触角を測定するために、正確に同じ組成のフィルムを実施例に記載
のように初期組成物を溶媒流延することにより作製すべきである。）。このようなウェブ
は、物理的強度が著しく低下することなく、ガンマ線又は電子ビームにより安定化するこ
とができる（厚さ１ミルのフィルムの引っ張り強度が、コバルトガンマ線源からの２．５
Ｍｒａｄのガンマ線に曝露し、２３°～２５℃で７日間エージングした後、２０％超、好
ましくは１０％以下低下しない）と考えられる）。更なる溶融添加物（例えば、フルオロ
ケミカル溶融添加物）を初期組成物に添加して、表面エネルギーを低下させ（接触角を上
昇させ）、撥水性を付与することができる。撥水性が所望される場合、上記のような半角
技術を用いて平坦フィルム上で測定した接触角は、好ましくは７０°超、好ましくは８０
°超、最も好ましくは９０°超である。
【０１７６】
　初期組成物の抗菌成分の放出は、細菌の生育又は付着を防ぐのを補助することにより、
創傷及び手術用包帯のような微多孔性物品を改良することができる。半結晶性ポリ乳酸材
料からの抗菌成分の放出速度は、可塑剤、界面活性剤、乳化剤、賦活剤、保湿剤、並びに
他の成分を組み込むことにより、影響を受ける場合がある。好適な保湿剤としては、グリ
セロールのような多価アルコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ポ
リプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ジエチレングリコール、ペンタエリ
スリトール、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、トリメチロールブタン、
ソルビトール、マンニトール、キシリトール、パントテノール、多価アルコールのエチレ
ングリコール付加物、多価アルコールのプロピレンオキシド付加物、１，３－ブタンジオ
ール、ジプロピレングリコール、ジグリセリン、ポリグリセリン、エリスリトール、ソル
ビタン、糖（例えば、スクロース、グルコース、フルクトース、マンノース、キシロース
、サッカロース、トレハロース）、及び糖アルコールなどを挙げてもよい。潜在的に有用
な多価アルコールとしては、グリセリン及びプロピレングリコールを含むグリコール（即
ち、２個のヒドロキシル基を含有するもの）が挙げられる。
【０１７７】
　本発明の初期組成物から、全体的に又は部分的に、作製することができる他の医療用装
置としては、縫合糸、縫合締結具、手術用メッシュ、三角布、整形外科用ピン（骨充填物
増強材料を含む）、接着バリア、ステント、誘導組織修復／再生装置、関節軟骨修復装置
、神経ガイド、腱修復装置、心房中隔欠損修復装置、心膜パッチ、増量剤及び充填剤、静
脈弁、骨髄骨格、半月板再生装置、靱帯及び腱移植、眼球細胞移植片、脊椎固定ケージ、
皮膚代替物、硬膜代替物、骨移植片代替物、骨ドエル（dowel）及び止血鉗子が挙げられ
る。
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【０１７８】
　微多孔性物品の形成のための初期組成物を創傷包帯裏材フィルムで用いる場合、フィル
ムは、アクリル及びブロックコポリマー接着剤、ヒドロゲル接着剤、ヒドロコロイド接着
剤及び発泡接着剤のような感圧性接着剤（ＰＳＡ）が挙げられるが、これらに限定されな
い、種々の接着剤で部分的に（例えば、ゾーン又はパターン）コーティングする、又は完
全にコーティングしてもよい。ＰＳＡは、水分の蒸発を可能にするために比較的高い湿気
透過速度を有することができる。好適な感圧性接着剤としては、アクリレートに基づくも
の、ポリウレタン、ＫＲＡＴＯＮ、及び他のブロックコポリマー、シリコーン、ゴム系接
着剤、並びにこれらの接着剤の組み合わせが挙げられる。好ましいＰＳＡは、その開示が
参照により本明細書に組み入れられる米国特許第ＲＥ２４，９０６号に記載されているア
クリレートコポリマー等の、皮膚に適用される通常の接着剤、特に９７：３イソ－オクチ
ルアクリレート：アクリルアミドコポリマーである。また好ましくは、参照により本明細
書に組み入れられる米国特許第４，７３７，４１０号（実施例３１）に記載されているよ
うな７０：１５：１５イソオクチルアクリレート－エチレンオキシドアクリレート：アク
リル酸ターポリマーである。他の有用な接着剤は、その開示が参照により本明細書に組み
込まれる米国特許第３，３８９，８２７号、同第４，１１２，２１３号、同第４，３１０
，５０９号、及び同第４，３２３，５５７号に記載されている。米国特許第４，３１０，
５０９号及び同第４，３２３，５５７号に記載されているように、薬剤又は抗菌剤が接着
剤に包含されることも想起される。
【０１７９】
　本開示は、例示的なものであり、本開示の範囲を制限することを意図しない以下の実施
例により、更に明らかになるであろう。
【実施例】
【０１８０】
　本開示について以下の実施例でより具体的に説明するが、本開示の範囲内での多数の修
正及び変更が当業者には明らかとなるため、以下の実施例は例示のみを目的としたもので
ある。特に注釈がない限り、以下の実施例において記載する全ての割合、百分率、及び比
率は質量を基準としたものであり、また、実施例において使用する全ての試薬は、下記の
化学薬品供給業者から得られた若しくは入手可能なものであり、従来の技法によって合成
されてもよい。
【０１８１】
　材料
　ポリ乳酸（ＰＬＡ）は、日本、東京のＭｉｔｓｕｉ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから、商品名Ｌ
ＡＣＥＡ　Ｈ－４００で入手した。受容したままのＰＬＡ（Ｔｇ～５５℃；Ｍｗ～２００
，０００ｇ／ｍｏｌ）を、使用前に、６０℃で少なくとも２４時間乾燥した。ＰＬＡは、
実施例１～２０で使用した。
【０１８２】
　結晶ポリ乳酸（ＣＰＬＡ；商品名ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ　４０３２Ｄ）を、Ｎａｔｕ
ｒｅＷｏｒｋｓ　ＬＬＣ；Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ，Ｍｉｎｎｅｓｏｔａから入手した。
ＣＰＬＡを、使用前に、真空炉内で６０℃で２４時間乾燥し、実施例２１～２８にて使用
した。
【０１８３】
　グリセリンジアセトモノラウレート（希釈剤Ｉ）を商品名ＲＩＫＥＭＡＬ　ＰＬ－０１
２で日本、東京のＲｉｋｅｎ　Ｖｉｔａｍｉｎ　Ｃｏ．，ＬＴＤから入手した。
【０１８４】
　グリセリンジアセトモノカプリレート／グリセリンジアセトモノカプレート混合物（希
釈剤ＩＩ）を商品名ＲＩＫＥＭＡＬ　ＰＬ－０１９で日本、東京のＲｉｋｅｎ　Ｖｉｔａ
ｍｉｎ　Ｃｏ．，ＬＴＤから入手し、実施例２１～２８で使用した。
【０１８５】
　グリセリンジアセトモノオレート（希釈剤ＩＩＩ）を商品名ＰＯＥＭ　Ｇ－０３８で日
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本、東京のＲｉｋｅｎ　Ｖｉｔａｍｉｎ　Ｃｏ．，ＬＴＤから入手した。
【０１８６】
　アセチルトリブチル－シトレート（希釈剤ＩＶ）を商品名ＡＴＢＣで日本、大阪のＡｓ
ａｈｉ　Ｋａｓｅｉ　Ｆｉｎｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｉｎｃ．から入
手し、実施例２１～２８で使用した。
【０１８７】
　銅フタロシアニン（核剤Ｉ）を商品名ＣＨＲＯＭＯＦＩＮＥ　ＣＹＡＮＩＮＥ　ＧＲＥ
ＥＮ　２ＧＮで日本、東京のＤａｉｎｉｃｈｉｓｅｉｋａ　Ｃｏｌｏｒ　＆　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌｓ　Ｍｆｇ．Ｃｏ．，Ｉｎｃ．から入手した。
【０１８８】
　フェニルホスホン酸亜鉛（核剤ＩＩ）を商品名ＰＰＡ－ＺＮで日本、東京のＮｉｓｓａ
ｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，ＬＴＤ．から入手し、実施例２１～２８
で使用した。
【０１８９】
　ポリプロピレン（核剤ＩＩＩ）を商品名ＰＰ　１０２４　ＥＡでＥｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉ
ｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　ｏｆ　Ｈｏｕｓｔｏｎ，Ｔｅｘａｓから入手した。
【０１９０】
　脂肪酸モノエステル（プロピレングリコールモノラウレート、即ちグリセリンジアセト
モノカプリレートとグリセリンジアセトモノカプレートとの混合物）を商品名ＲＩＫＥＭ
ＡＬ　ＰＬ－１００で日本、東京のＲｉｋｅｎ　Ｖｉｔａｍｉｎ　Ｃｏ．，ＬＴＤから入
手し、実施例２１～２８で使用した。
【０１９１】
　賦活剤（乳酸とグリコール酸（ＯＬＧＡ）とのオリゴマー）－予備実施例１：賦活剤を
乳酸とグリコール酸との縮合により調製した。Ｌ－乳酸（水中８５～９２．０質量％）１
９４グラム、１．９ｍｏｌ）とグリコール酸（水中７０質量％、２０６グラム、１．９ｍ
ｏｌ）との混合物を、０．５リットルの二口フラスコ内に配置し、窒素（ｇ）パージ下で
撹拌した。混合物の温度を約１４時間で１８５Ｃに上昇させた後、室温に冷却した。分子
量測定結果：数平均分子量（Ｍｎ）＝５１０；ｇ／モル、及び数平均分子量（Ｍｗ）＝８
７０ｇ／モル。
【０１９２】
　試験方法及び手順
　油吸収性（疎水性）
　本開示の微多孔性物品は、概ね不透明である。物品に対する油の添加から、物品の透明
性が変化する時間までの吸収性に関する時間を記録した。ＲＩＫＥＭＡＬ　ＰＬ－０１９
の一滴を、微多孔性物品の表面上に注意深く配置した。物品が不透明から半透明に変わっ
たときの時間を記録した。油吸収又は疎水性を、以下のように特徴付けた：非常によい（
１０秒未満）、良好（１０～６０秒）、不良（６０秒超）。
【０１９３】
　水吸収性（親水性）
　本開示の微多孔性物品は、概ね不透明である。物品に対する蒸留水の添加から、物品の
透明性が変化する時間までの吸収性に関する時間を記録した。蒸留水の一滴を、微多孔性
物品の表面上に注意深く配置した。物品が不透明から半透明に変わったときの時間を記録
した。水吸収又は親水性を、以下のように特徴付けた。非常によい（１０秒未満）、良好
（１０～６０秒）、不良（６０秒超）。
【０１９４】
　多孔性
　微多孔性物品の多孔性を、ある容積の空気（１００ｃｍ３）を使用して、ＪＩＰＳ　Ｐ
－８１１７（Ｇｕｒｌｅｙデンソメーター、タイプＢ）に従って測定した。空気１００ｃ
ｍ３が面積６４２ｍｍ２を有する物品を通過するのに必要な時間を記録することにより、
物品の空気抵抗を測定した。
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【０１９５】
　冷却
　溶融ブレンド組成物がスロットダイを通って溶融押出機を出て、フィルム等の物品が形
成され、同物品は冷却したキャストドラム上に配置された。フィルムは、延伸前に、７０
～１４０マイクロメートルの範囲内の厚さを有した。物品を２０℃～１２０℃の範囲内の
温度に設定したキャストホイール上でクエンチした。次に、物品をロール上に巻いた。
【０１９６】
　延伸
　微多孔性物品を縦方向及び横断方向に延伸した。物品を鋼枠を使用して延伸し、１０パ
ーセント～５００パーセントの範囲内で延伸した。物品を鋼枠間に配置して、その形状を
固定した後、炉内で５０℃～１４０℃の範囲内の温度で少なくとも０．５分間アニールし
た。
【０１９７】
　非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤除去
　微多孔性物品の非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を、溶媒抽出により除去した。微多
孔性物品をトルエン中に約１２時間沈めて、少なくとも一部の非ポリマー性脂肪族エステ
ル希釈剤を抽出した。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の除去は、微多孔性物品の延伸
前又は延伸後に行ってもよい。
【０１９８】
　実施例１～２０及び比較例１（ＣＥ１）
　半結晶性ポリ乳酸材料、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び核剤材料の成分を含
む初期組成物を、２０ｍｍ二軸スクリュー溶融押出機（商品名ＫＺＷ２０ＴＷ－９０ＭＧ
で日本、東京のＴｅｃｈｎｏｖｅｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから市販されている）に加
えて、成分を加熱し、混合した。半結晶性ポリ乳酸材料を、約２～３ｋｇ／時間の速度で
乾燥供給ホッパーを介して加えた。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を、０．１～２ｋ
ｇ／時間の速度で液体供給装置を介して加えた。核剤を、約０．０１～０．０５ｋｇ／時
間の速度で固体供給装置を介して加えた。成分を二軸スクリュー押出機に加え、同押出機
は第一ゾーン温度２００℃、及び第二ゾーン温度１６０℃にてスクリュー速度５００ｒｐ
ｍで作動させた。二軸スクリュー押出機は、実施例２０においては、スクリュー速度１２
５ｒｐｍで作動させた。溶融押出機の押出位置に、３５０ｍｍ×０．５ｍｍの寸法を有す
るスロットダイ（日本、大阪のＲｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｌａｓｔｉ
ｃｓ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｃｏ．，ＬＴＤから市販されている）を備え付けた。
【０１９９】
　半結晶性ポリ乳酸材料、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び核剤を、押出機の第
一ゾーン内で半結晶性ポリ乳酸材料の融点を超え、少なくとも２００℃の温度まで、混合
及び加熱し、押出機の第二ゾーン内で更に１６０℃で混合して、溶融ブレンド組成物を形
成した。溶融押出機の押出口のスロットダイを、１４０℃～２００℃の範囲内の温度に設
定した。溶融ブレンド組成物を、スロットダイを通して押し出して、６０マイクロメート
ル～１５０マイクロメートルの範囲内の厚さを有する物品（例えば、フィルム）を形成し
た。フィルムを２０℃～９５℃の温度を有するキャストホイールに接触させて直ちにクエ
ンチした。冷却したキャストホイールを二軸スクリュー押出機のスロットダイの下方に配
置した。キャストホイールから、フィルムを所望により約２．０ｍ／分の速度でロール上
に巻いた。実施例１～２０及びＣＥ１において、フィルムは、延伸され、又は洗浄されて
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の一部が除去され、又はそれらの組み合わせにより微
多孔性物品が形成された。フィルムのいくつかは、横断方向（ＣＤ）及び縦方向（ＭＤ）
に延伸された。
【０２００】
　表１及び表２に、実施例１～２０及び比較例１の初期組成物に関する材料と、それらの
対応する加工条件を列挙する。実施例７においては、フィルムを最初に延伸した後、非ポ
リマー性脂肪族エステル希釈剤の一部を除去した。実施例１５のフィルムは延伸されず、
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非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤は除去された。比較例１のフィルム（核剤なし）は、
延伸中に破れた。
【０２０１】
【表１】

【０２０２】
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【０２０３】
　表３に、微多孔性物品の厚さ、相分離の発生、水及び油吸収の結果、並びに多孔性（Ｇ
ｕｒｌｅｙ）試験結果を列挙する。実施例１～２０及び比較例１の疎水性／親水性特性を
、表３に示す。フィルムの相分離は、不透明又は半透明フィルムにより測定した。油及び
水吸収等級は、表３に列挙される。
【０２０４】
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【表３】

【０２０５】
　実施例２１～２８及び比較例２（ＣＥ２）
　半結晶性ポリ乳酸材料、非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤（ＡＴＢＣ）、核剤、抗菌
成分、及び賦活剤の成分を含む初期組成物を、２０ｍｍ二軸スクリュー溶融押出機（商品
名ＫＺＷ２０ＴＷ－９０ＭＧで日本、東京のＴｅｃｈｎｏｖｅｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎから市販）に加えて、成分を加熱及び混合した。半結晶性ポリ乳酸材料を、約２～３ｋ
ｇ／時間の速度で乾燥供給ホッパーを介して加えた。非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤
を、０．１～２ｋｇ／時間の速度で液体供給装置を介して加えた。核剤（ＰＰＡ－Ｚｎ）
を、約０．０１～０．０５ｋｇ／時間の速度で固体供給装置を介して加えた。抗菌成分及
び賦活剤を、０．０１～２ｋｇ／時間の速度で液体供給装置を介して独立して加えた。実
施例２１～２８においては、成分を二軸スクリュー押出機に加え、同押出機は第一ゾーン
温度２００℃、及び第二ゾーン温度１６０℃にてスクリュー速度５００ｒｐｍで作動され
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た。溶融押出機の押出位置に、３５０ｍｍ×０．５ｍｍの寸法を有するスロットダイ（日
本、大阪のＲｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｔｅｃｈｎｏ
ｌｏｇｙ　Ｃｏ．，ＬＴＤから市販）を備え付けた。溶融押出機の押出口のスロットダイ
を、１６０℃の温度に設定した。溶融ブレンド組成物を、スロットダイを通して押し出し
て、４５マイクロメートル～１５０マイクロメートルの範囲内の厚さを有する物品（例え
ば、フィルム）を形成した。フィルムを６０℃～９５℃の温度を有するキャストホイール
に接触させて直ちにクエンチした。冷却したキャストホイールを二軸スクリュー押出機の
スロットダイの下方に配置した。キャストホイールから、フィルムを場合により約２．０
ｍ／分の速度でロール上に巻いた。実施例２２～２３及び実施例２５～２８においては、
フィルムをバッチ延伸機内で縦方向及び横（横断）方向（ＣＤ）に同時に伸長した。延伸
条件（例えば、延伸温度、両方向に関する延伸速度）を表５に示す。延伸した物品を鋼枠
間に配置して、形状を設定（固定）した後、形状を対流式オーブン内で、延伸温度と同様
の温度で約１分間アニールした。
【０２０６】
　表４に、実施例２１～２８の初期組成物に関する材料を列挙し、表５に、それらの対応
する加工条件を列挙する。比較例２（ＣＥ２）は、ポリエステルテレフタレートフィルム
（ＰＥＴ；厚さ－１００マイクロメートル）（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｋｉ
ｎｇｓｐｏｒｔ，Ｔｅｎｎｅｓｓｅｅ）である。
【０２０７】
【表４】

【０２０８】
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【表５】

【０２０９】
　表６に、抗菌微多孔性物品の厚さ、相分離の発生、水及び油吸収の結果、並びに多孔性
（Ｇｕｒｌｅｙ）試験結果を列挙する。フィルムの相分離は、フィルムが不透明であった
か、又は半透明であったかによって決定した。油及び水吸収等級は表６に列挙される。
【０２１０】

【表６】

【０２１１】
　表７及び表８に、ＣＥ２及び実施例２１～２８の抗菌微多孔性物品に関する抗菌試験の
結果を列挙する。実施例２１～２８及びＣＥ２を、日本工業規格試験番号ＪＩＳＺ　２８
０１：２０００（（抗菌製品－抗菌活性に関する試験及び抗菌効果）－英語版発行２００
１－０８）に従って、抗菌活性に関して試験した。グラム陽性菌（黄色ブドウ球菌ＡＴＣ
Ｃ　＃６５３８；ＡＴＣＣ，Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，ＤＣ）及びグラム陰性菌（緑膿菌Ａ
ＴＣＣ　＃９０２７；ＡＴＣＣ，Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，ＤＣ）を実施例２１～２８及び
ＣＥ２に導入した。表７及び表８に示した実施例２１～２８は、抗菌活性及び効果を示す
。
【０２１２】
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【表７】

【０２１３】
【表８】

【０２１４】
　本開示の範囲及び趣旨から逸脱することなく本開示の様々な修正形態及び変更形態が、
当業者には、明らかとなろう。また、本開示は、本明細書に記載した例示的な要素に限定
されないことが理解されるべきである。本発明の実施態様の一部を以下に列記する。
［１］
　微多孔性物品の形成方法であって、前記方法は、
　（ａ）半結晶性ポリ乳酸材料、
　（ｂ）非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤、及び
　（ｃ）核剤、
　を含む初期組成物を調製する工程と、
　前記初期組成物を少なくとも前記半結晶性ポリ乳酸材料の融点まで加熱して溶融ブレン
ド組成物を形成する工程であって、前記半結晶性ポリ乳酸材料及び非ポリマー性脂肪族エ
ステル希釈剤が単一液相を形成し、前記核剤が前記単一液相に均一に分散される又は溶解
される、工程と、
　前記溶融ブレンド組成物が、（ａ）半結晶性ポリ乳酸材料マトリックスと、前記半結晶
性ポリ乳酸材料マトリックス全体に分散した前記核剤とを含む第一の相、及び（ｂ）前記
非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含む第二の相、を含む２つの連続相を有する組成物
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に相分離するのに十分な温度に、前記溶融ブレンド組成物を冷却する工程と、
　少なくとも一方向での前記組成物の延伸により、前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈
物の少なくとも一部の除去により、又はそれらの組み合わせにより、相互接続した微小孔
の網状組織を形成する工程と、を含む、方法。
［２］
　前記相互接続した微小孔の網状組織を形成する工程が、少なくとも一方向での前記組成
物の延伸の後に、前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の少なくとも一部の除去を含む
、［１］に記載の方法。
［３］
　前記相互接続した微小孔の網状組織を形成する工程が、前記冷却する工程の後で少なく
とも一方向での前記組成物の延伸の前に、前記組成物からの前記非ポリマー性脂肪族エス
テル希釈剤の少なくとも一部の除去を含む、［１］に記載の方法。
［４］
　前記半結晶性ポリ乳酸材料が、ポリ（Ｄ－乳酸）、ポリ（Ｌ－乳酸）、ポリ（Ｄ，Ｌ－
乳酸）、Ｄ，Ｌ－乳酸と脂肪族ヒドロキシカルボン酸とのコポリマー、又はそれらの組み
合わせを含む、［１］～［３］のいずれか一つに記載の方法。
［５］
　前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤が次式：
【化１】

　であり、
　式中、
　Ｒ１は６～２４個の炭素原子を有するアシルを含み、
　Ｒ２は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシルを含み、
　Ｒ３は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシルを含む、［１］～［４］のいずれ
か一つに記載の方法。
［６］
　前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤が次式：
【化２】

　であり、
　式中、
　Ｒ４は６～２４個の炭素原子を有するアシルを含み、
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　Ｒ５は水素、又は２～６個の炭素原子を有するアシルを含み、
　Ｒ６は１～４個の炭素原子を有するアルキルを含む、［１］～［４］のいずれか一つに
記載の方法。
［７］
　前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤が、次式：
【化３】

　であり、
　式中、
　Ｒ７は独立して水素、又は１～８個の炭素原子を有するアルキルを含み、
　Ｒ８は２～５個の炭素原子を有するアシルを含む、［１］～［４］のいずれか一つに記
載の方法。
［８］
　前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の沸点が、少なくとも前記半結晶性ポリ乳酸材
料の融点と等しい、［１］～［７］のいずれか一つに記載の方法。
［９］
　前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の初期量の１０質量パーセント未満が、前記プ
ロセスの前記加熱する工程中に失われる、［１］～［８］のいずれか一つに記載の方法。
［１０］
　前記核剤が、銅フタロシアニン、フェニルホスホン酸亜鉛、タルク、粘土、雲母、ポリ
Ｌ－乳酸とポリＤ－乳酸とのステレオコンプレックス、イソタクチックポリプロピレン、
又はそれらの組み合わせを含む、［１］～［９］のいずれか一つに記載の方法。
［１１］
　前記核剤が、前記半結晶性ポリ乳酸材料の前記融点以上の融点を有する、［１］～［１
０］のいずれか一つに記載の方法。
［１２］
　前記初期組成物の前記半結晶性ポリ乳酸材料の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準
として４０～８０質量パーセントの範囲内にある、［１］～［１１］のいずれか一つに記
載の方法。
［１３］
　前記初期組成物の前記非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤の濃度が、前記初期組成物の
総質量を基準として２０～６０質量パーセントの範囲内にある、［１］～［１１］のいず
れか一つに記載の方法。
［１４］
　前記初期組成物の前記核剤の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準として０．０１～
１０質量パーセントの範囲内にある、［１］～［１１］のいずれか一つに記載の方法。
［１５］
　前記初期組成物の前記半結晶性ポリ乳酸材料の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準
として４０～８０質量パーセントの範囲内にあり、前記初期組成物の前記非ポリマー性脂
肪族エステル希釈剤の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準として２０～６０質量パー
セントの範囲内にあり、前記初期組成物の前記核剤の濃度が、前記初期組成物の総質量を
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基準として０．０１～１０質量パーセントの範囲内にある、［１］～［１１］のいずれか
一つに記載の方法。
［１６］
　前記延伸が、２方向で行われる、［１］～［１５］のいずれか一つに記載の方法。
［１７］
　前記延伸が、前記組成物の未延伸寸法の１０～５００パーセントの範囲内で行われる、
［１］～［１６］のいずれか一つに記載の方法。
［１８］
　２つの連続相を有する組成物であって、
　（ａ）４０～８０質量パーセントの半結晶性ポリ乳酸材料と、０．０１～１０質量パー
セントの核剤とを含む第一の相であって、前記半結晶性ポリ乳酸材料の前記質量パーセン
ト及び前記核剤の前記質量パーセントは、独立して前記組成物の総質量を基準とする、第
一の相、並びに
　（ｂ）前記組成物の総質量を基準として２０～６０質量パーセントの非ポリマー性脂肪
族エステル希釈剤を含む、第二の相、を含み、
　前記第一の相が少なくとも部分的に前記第二の相により包囲されている、組成物。
［１９］
　半結晶性ポリ乳酸材料、核剤、及び場合により非ポリマー性脂肪族エステル希釈剤を含
む微多孔性物品であって、前記微多孔性物品が相互接続した微小孔の網状組織を有し、前
記微多孔性物品が、多数の離間した球粒半結晶性ポリ乳酸材料ドメインにより特徴付けら
れ、隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインが、ポリ乳酸材料を含む複数のフィブリルに
より互いに接続されている、微多孔性物品。
［２０］
　前記初期組成物を調製する工程が、抗菌成分を更に含む、［１］に記載の方法。
［２１］
　前記抗菌成分が、グリセロール又はプロピレングリコールである、［２０］に記載の方
法。
［２２］
　前記抗菌成分の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準として５質量パーセント以下で
ある、［２０］に記載の方法。
［２３］
　前記初期組成物を調製する工程が、賦活剤を更に含む、［２０］に記載の方法。
［２４］
　前記賦活剤の濃度が、前記初期組成物の総質量を基準として５質量パーセント以下であ
る、［２３］に記載の方法。
［２５］
　半結晶性ポリ乳酸材料、核剤、抗菌成分、及び場合により非ポリマー性脂肪族エステル
希釈剤を含む抗菌微多孔性物品であって、前記抗菌微多孔性物品が相互接続した微小孔の
網状組織を有し、前記抗菌微多孔性物品が、多数の離間した球粒半結晶性ポリ乳酸材料ド
メインにより特徴付けられ、隣接する半結晶性ポリ乳酸材料ドメインが、ポリ乳酸材料を
含む複数のフィブリルにより互いに接続されている、抗菌微多孔性物品。
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